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9-1　歴代所長
初　代 赤　松　秀　雄（1975.4.22～ 1981.3.31）

第二代 長　倉　三　郎（1981.4.1～ 1987.3.31）

第三代 井　口　洋　夫（1987.4.1～ 1993.3.31）

第四代 伊　藤　光　男（1993.4.1～ 1999.3.31）

第五代 茅　　　幸　二（1999.4.1～ 2004.3.31）

第六代 中　村　宏　樹（2004.4.1～ 2010.3.31）

第七代 大　峯　　　巖（2010.4.1～ 2016.3.31）

第八代 川　合　眞　紀（2016.4.1～　　　　 ）
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9-2　評議員（1976 ～ 1981）

氏名・所属（当時） 1976.1.10～
1978.1.9

1978.1.10～
1980.1.9

1980.1.10～
1981.4.13

小谷　正雄　東京理科大学長 ○ ○ ○

長倉　三郎　東京大物性研教授 ○ ○ ○

石塚　直隆　名古屋大学長 ○ ○ ○

梅棹　忠夫　国立民族学博物館長 ○ ○ ○

岡村　総吾　東京大工教授 ○ ○ ○
（日本学術振興会理事）

ハインツ・ゲリシャー　マックス・プランク財団
フリッツ・ハーバー研究所長

○ ○

柴田　承二　東京大薬教授 ○ ○
（東京大名誉教授）

○

関　　集三　大阪大理教授 ○

田島弥太郎　国立遺伝学研究所長 ○ ○ ○

田中　信行　東北大理教授 ○

福井　謙一　京都大工教授 ○ ○ ○

伏見　康治　名古屋大名誉教授 ○ ○
（日本学術会議会長）

○

ゲルハルト・ヘルツベルグ　カナダ国立研究所
ヘルツベルグ天体物理学研究所長

○

森野　米三　相模中央化学研究所長 ○ ○ ○
（相模中央化学研究所
最高顧問理事）

山下　次郎　東京大物性研究所長 ○

湯川　泰秀　大阪大産業科学研教授 ○ ○
（大阪大名誉教授）

○
（大阪女子大学長）

渡辺　　格　慶應義塾大医教授 ○ ○ ○

植村　泰忠　東京大理教授 ○ ○

メルビン・カルビン　カリフォルニア大学ケミカル・
ヴィオダイナミックス研究所長

○ ○

神田　慶也　九州大理学部長 ○ ○
（九州大学長）

齋藤　一夫　東北大理教授 ○ ○

ジョージ・ポーター　英国王立研究所教授化学部長 ○
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期
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1
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第
11
期

'0
1.

6.
1
～

　
'0

3.
5.

31

第
12
期

'0
3.

6.
1
～

　
'0

4.
3.

31

赤
松
　
秀
雄
東
大
名
誉
教
授
，

分
子
研
名
誉
教
授

○
○

○
○

'8
8.

1.
8

　
死
亡

石
川
　
忠
雄
慶
應
大
学
長

○
石
塚
　
直
隆
名
大
学
長

○
~ '

81
.7

.2
2

飯
島
　
宗
一
名
大
学
長

○
'8

1.
9.

1~
○

○
○

~ '
87

.7
.2

1

植
村
　
泰
忠
東
大
理
教
授
，

東
京
理
大
教
授

○
○

○

神
田
　
慶
也
九
大
学
長

○
小
谷
　
正
雄
東
京
理
科
大
学
長

○
小
松
　
　
登
豊
田
中
研
所
長

○
○

齋
藤
　
一
夫
東
北
大
理
教
授
，

国
際
基
督
教
大
教
授

○
○

~ '
84

.5
.1

5
○

○
○

榊
　
米
一
郎
豊
橋
技
科
大
学
長

○
○

~ '
84

.3
.3

1

島
村
　
　
修
相
模
中
央
研
最
高
顧
問

理
事

○
○

田
島
弥
太
郎
遺
伝
研
所
長

○
馬
場
　
宏
明
北
大
応
電
研
所
長

○
○

○
○

福
井
　
謙
一
京
大
工
教
授
，

京
都
工
繊
大
学
長
，

基
礎
化
学
研
究
所
長

○
○

○
○

○
○

藤
巻
　
正
生
お
茶
女
大
家
政
教
授
，

お
茶
女
大
学
長

○
○

○

向
坊
　
　
隆
東
大
名
誉
教
授

○
森
　
大
吉
郎
宇
宙
研
所
長

○
○

'8
3.

11
.2

5
　
死
亡

亀
谷
　
哲
治
星
薬
科
大
学
長

○
○

角
戸
　
正
夫
姫
路
工
大
学
長

○
○

本
多
　
波
雄
豊
橋
技
科
大
学
長

○
'8

4.
4.

16
~
○

○
○
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'0

3.
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31

第
12
期

'0
3.

6.
1
～

　
'0

4.
3.

31

田
中
　
郁
三
東
工
大
理
教
授
，理
学
部
長
，

学
長
，
学
位
授
与
機
構
長

○
○

○
○

○

中
嶋
　
貞
雄
東
大
物
性
研
所
長

○
小
田
　
　
稔
宇
宙
研
所
長

○
'8

4.
2.

16
~
○

○
斎
藤
　
喜
彦
慶
應
大
理
工
教
授

○
○

森
田
　
正
俊
豊
田
中
研
代
表
取
締
役

○
○

○
伊
東
　
　
椒
東
北
大
理
教
授
，

徳
島
文
理
大
薬
教
授

○
○

○

鈴
木
　
　
進
東
北
大
金
材
研
所
長

○
豊
沢
　
　
豊
東
大
物
性
研
所
長
，

中
央
大
理
工
教
授

○
○

○
○

平
野
　
龍
一
東
大
名
誉
教
授

○
○

藤
田
　
栄
一
大
阪
薬
科
大
学
長
，

京
大
名
誉
教
授

○
○

○

西
原
　
春
夫
早
稲
田
大
学
総
長

○
○

倉
田
　
道
夫
三
菱
瓦
斯
化
学（
株
）

顧
問

○
○

朽
津
　
耕
三
長
岡
技
科
大
教
授
，

城
西
大
理
教
授

○
○

○
○

田
丸
　
謙
二
東
京
理
科
大
理
教
授

○
○

○
早
川
　
幸
男
名
大
学
長

○
'8

7.
7.

22
~
○

○
'9

2.
2.

5
　
死
亡

千
原
　
秀
昭
阪
大
理
教
授
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社
）化
学

情
報
協
会
専
務
理
事

○
○

○
○

米
澤
貞
次
郎
近
畿
大
理
工
学
総
合
研
教

授
，
近
畿
大
理
工
教
授

○
○

○
○

赤
池
　
弘
次
統
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研
究
所
長

○
○

○
三
ヶ
月
　
章
日
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東
大
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○
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○
○
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佐
々
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慎
一
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ス
ク
リ
エ
イ
ト

（
株
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任
顧
問

○
○

○

佐
野
　
博
敏
東
京
都
立
大
学
長

○
櫻
井
　
英
樹
東
北
大
理
学
部
長
，

東
北
大
理
教
授

○
○

松
永
　
義
夫
神
奈
川
大
理
教
授

○
○

○
秋
本
　
俊
一
学
士
院
会
員

○
○
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31
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1
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31

岩
村
　
　
秀
九
大
有
機
化
学
基
礎
研
究

セ
ン
タ
ー
教
授

○
○

加
藤
　
延
夫
名
大
総
長

○
○

○
黒
田
　
晴
雄
東
京
理
科
大
総
合
研
教
授

○
○

○
塩
野
　
　
宏
成
蹊
大
法
教
授

○
○

○
田
中
　
　
久
前
京
都
薬
科
大
学
長

○
○

堀
　
　
幸
夫
金
沢
工
業
大
副
学
長

○
○

森
本
　
英
武
（
株
）豊
田
中
央
研
顧
問

○
○

守
谷
　
　
亨
東
京
理
科
大
理
工
教
授

○
○

大
瀧
　
仁
志
立
命
館
大
理
工
教
授

○
○

清
水
　
良
一
統
数
研
所
長

○
○

○
田
隅
　
三
生
埼
玉
大
理
教
授
，

理
学
部
長

○
○

土
屋
　
荘
次
早
稲
田
大
理
工
学
総
合
研

究
セ
ン
タ
ー
客
員
教
授

○
○

○
○

○

又
賀
　
　

（
財
）レ
ー
ザ
ー
技
術
総
合

研
第

5
研
究
部
長

○
○

丸
山
　
和
博
京
都
工
繊
大
学
長

○
○

大
塚
　
榮
子
（
独
）産
業
技
術
総
合
研

フ
ェ
ロ
ー

○
○

○
○

京
極
　
好
正
（
独
）産
業
技
術
総
合
研
生

物
情
報
解
析
研
究
セ
ン

タ
ー
長

○
○

○

後
藤
　
圭
司
豊
橋
技
科
大
学
長

○
○

○
○

高
橋
　
理
一
（
株
）豊
田
中
央
研
代
表
取

締
役
所
長

○
○

○
○

中
西
　
敦
男
学
術
著
作
権
協
会

常
務
理
事

○
○

細
矢
　
治
夫
お
茶
水
女
子
大
理
教
授

○
○

○
○
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第
12
期

'0
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6.
1
～

　
'0

4.
3.

31

本
多
　
健
一
東
京
工
芸
大
学
長

○
○

安
岡
　
弘
志
東
大
物
性
研
所
長

○
山
崎
　
敏
光
理
化
学
研

R
I
ビ
ー
ム
科

学
研
究
室
研
究
協
力
員

○
○

○
○

荻
野
　
　
博
放
送
大
学
宮
城
学
習
セ
ン

タ
ー
所
長

○
○

○

木
原
　
元
央
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
加
速
器
研
究

機
構
加
速
器
研
究
施
設
長

○

近
藤
　
　
保
豊
田
工
業
大
客
員
教
授

○
○

○
佐
原
　
　
眞
国
立
歴
史
民
俗
博
物
館

長
○

○

廣
田
　
　
襄
京
大
名
誉
教
授

○
○

○
福
山
　
秀
敏
東
大
物
性
研
所
長

○
○

○
松
尾
　
　
稔
名
大
総
長

○
山
村
　
庄
亮
慶
應
大
名
誉
教
授

○
○

○
蟻
川
　
芳
子
日
本
女
子
大
理
教
授

○
○

飯
吉
　
厚
夫
中
部
大
学
長

○
○

石
谷
　
　
炯
（
財
）神
奈
川
科
学
技
術
ア

カ
デ
ミ
ー
専
務
理
事

○
○

海
部
　
宣
男
国
立
天
文
台
長

○
○

木
村
　
嘉
孝
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
加
速
器
研

究
機
構
物
質
構
造
科
学
研

究
所
長

○

北
川
源
四
郎
統
計
数
理
研
究
所
長

○
木
下
　
　
實
東
大
名
誉
教
授

○
小
間
　
　
篤
高
エ
ネ
ル
ギ
ー
加
速
器
研

究
機
構
物
質
構
造
科
学
研

究
所
長

○
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9-4　運営顧問（2004 ～）

氏名・所属（当時） '04. 5.19～
'06.3.31

'06. 4.1～
'08.3.31

'08. 4.1～
'10.3.31

'13. 4.1～
'15.3.31

'15. 4.1～
'16.3.31

'16. 4.1～
'18.3.31

'18. 4.1～
'20.3.31

加藤　伸一
豊田中央研究所代表取締役

○ ○ ○

小間　　篤
高エネルギー加速器研究機構理事

物質構造科学研究所長

○

土屋　莊次
（台湾）国立交通大学講座教授

東京大学名誉教授

○ ○ ○

益田　隆司
電気通信大学長

○

江崎　信芳
京都大学化学研究所長

○

野口　　宏
中日新聞編集局文化部長

○ ○
（~'08.7.31）

時任　宣博
京都大学化学研究所長

○

田中　宏明
中日新聞編集局文化部長

○
（'08.8.1~）

齊藤　軍治
名城大学教授

○ ○

廣田　　襄
京都大学名誉教授

○ ○

増原　　宏
（台湾）国立交通大学講座教授

○ ○

菊池　　昇
豊田中央研究所代表取締役所長

○ ○

晝間　　明
浜松ホトニクス代表取締役社長

○ ○

瀧川　　仁
東京大学物性研究所所長（~'18.3.31）

東京大学物性研究所教授

○ ○

松本　吉泰
京都大学教授（~'18.3.31）

豊田理化学研究所常勤フェロー

○ ○
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9-5　外国人評議員（1976 ～ 2004）
Heinz Gerischer（マックス・プランク財団フリッツハーバー研究所長）'76.1～ '80.1

Gerhart Herzberg（カナダ国立研究所ヘルツベルグ天体物理学研究所長）'76.1～ '78.1

George Porter（英国王立研究所教授　化学部長）'80.1～ '83.5

Melvin Calvin（カリフォルニア大学ケミカル・ヴィオダイナミックス研究所長）'78.1～ '82.1

Per-Olov Löwdin（フロリダ大学教授）'83.6～ '86.5

Michael Kasha（フロリダ州立大学教授）'82.1～ '85.5

George Clau De Pimentel（カリフォルニア大学教授）'85.6～ '86.5

Robert Ghormley Parr（ノースカロライナ大学教授）'86.8～ '89.5

Manfred Eigen（マックス・プランク物理化学研究所・ゲッチンゲン工科大学教授）'86.8～ '87.12

John Charles Polanyi（トロント大学教授）'89.6～ '94.5

Heinz A. Staab（マックス・プランク財団会長）'88.1～ '91.5

Peter Day（オックスフォード大学教授・Laue-Paul Langevin 研究所長）'91.6～ '95.5

Mostafa Amr El-Sayed（ジョージア工科大学教授）'93.6～ '97.5

Edward William Schlag（ミュンヘン工科大学物理化学研究所長）'95.6～ '97.5

Raphael D. Levine（ヘブライ大学教授）'97.6～ '99.5

Charles S. Parmenter（インディアナ大学教授）'97.6～ '99.5

Wolfgang Kiefer（ビュルツブルク大学教授）'99.6～ '01.5

Richard N. Zare（スタンフォード大学教授）'99.6～ '01.5

Alexander M. Bradshaw（マックスプランク・プラズマ物理学研究所長）'01.6～ '03.5

William Carl Lineberger（コロラド大学教授）'01.6～ '03.5

Graham R. Fleming（カリフォルニア大学バークレー校教授）'03.6～ '04.3

Joshua Jortner（テルアビブ大学教授）'03.6～ '04.3
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9-6　外国人運営顧問（2004 ～）

氏名・所属（当時） '04. 5.19～
'05.3.31

'05. 4. 1～
'07.3.31

'07. 4. 1～
'09.3.31

'09. 4. 1～
'11.3.31

'11. 4. 1～
'13.3.31

'13. 4. 1～
'15.3.31

'15. 4. 1～
'17.3.31

'17. 4. 1～

FLEMING, Graham R.
米国カリフォルニア大学

バークレー校教授

○

JORTNER, Joshua
イスラエルテルアビブ大学

教授

○

NORDGREN, Joseph
スウェーデンウプサラ大学

教授

○

CASTLEMAN, A. Worford Jr.
米国ペンシルバニア州立大学

教授

○

MILLER, William H.
米国カリフォルニア大学

バークレー校教授

○

LAUBEREAU, Alfred
ドイツミュンヘン工科大学

教授

○

STACE, Anthony John
英国ノッティンガム大学教授

○

SAUVAGE, Jean-Pierre
フランスストラスブール大学

教授

○

WOLYNES, Peter
米国ライス大学教授

○

BERRY, Rechard Stephen
米国シカゴ大学名誉教授

○
（~'12.3.31）

WALMSLEY, Ian A.
英国オックスフォード大学

副学長

○
（'12.4.1~）

○

O'HALLORAN, Thomas V.
米国ノースウェスタン大学

教授

○

NAAMAN, Ron
イスラエルワイツマン科学研究所

教授

○

ROSSKY, Peter J.
米国ライス大学自然科学研究部

部長・教授

○

UMBACH, Eberhard
ドイツミュンヘン国立科学アカデミー
理事，カールスルーエ工科大学教授

○

LIST, Benjamin
ドイツマックス・プランク

石炭研究所所長

○
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9-7　運営に関する委員会委員（1975 ～ 1981）
氏　名・所　属（当　時） '75.7.15～　

'77.3.31
'77.4.1～　

'78.3.31
'78.4.1～　

'79.3.31
'79.4.1～　

'80.3.31
'80.4.1～　

'81.3.31
浅原　照三　芝浦工大工教授 ○ ○
伊藤　光男　東北大理教授 ○
井口　洋夫　分子研教授 ○ ○ ○ ○ ○
大野　公男　北大理教授 ○ ○ ○ ○ ○
角戸　正夫　阪大蛋白研所長 ○ ○ ○
神田　慶也　九大理教授 ○ ○

（理学部長）
○

（~'78.11.7）
朽津　耕三　東大理教授 ○ ○
田中　郁三　東工大理学部長 ○ ○

（教授）
坪村　　宏　阪大基礎工教授 ○
豊沢　　豊　東大物性研教授 ○ ○
長倉　三郎　東大物性研教授 ○ ○ ○ ○
中島　　威　東北大理教授 ○ ○ ○
細矢　治夫　お茶水大理助教授 ○ ○ ○
又賀　　 　阪大基礎工教授 ○
村田　好正　学習院大理教授 ○ ○

（東大物性研
助教授）

○ ○

山寺　秀雄　名大理教授 ○
吉田　善一　京大工教授 ○
和田　昭充　東大理教授 ○ ○
廣田　榮治　分子研教授 ○

（委員長）
○

（委員長）
○

（委員長）
○

（委員長）
伊東　　椒　東北大理教授 ○ ○
大木　道則　東大理教授 ○ ○
大瀧　仁志　東工大総合工研教授 ○ ○
馬場　宏明　北大応用電研教授 ○ ○
福井　謙一　京大工教授 ○ ○ ○
齋藤　喜彦　東大理教授 ○ ○ ○
諸熊　奎治　分子研教授 ○ ○ ○
吉原經太郎　分子研教授 ○
霜田　光一　東大理教授 ○ ○
武内　次夫　豊橋技科大教授 ○ ○
山本　常信　京大理教授 ○ ○
岩村　　秀　分子研教授 ○
坂田　忠良　分子研助教授 ○
木下　　実　東大物性研助教授 ○
黒田　晴雄　東大理教授 ○ ○
山下　雄也　名大工教授 ○ ○
高谷　秀正　分子研助教授 ○
花崎　一郎　分子研教授 ○ ○
安積　　徹　東北大理助教授 ○
志田　忠正　京大理助教授 ○
鈴木　　洋　上智大理工教授 ○
伊達　宗行　阪大理教授 ○
田仲　二郎　名大理教授 ○
千原　秀昭　阪大理教授 ○
土屋　荘次　東大教養助教授 ○
永沢　　満　名大工教授 ○
務台　　潔　東大教養助教授 ○
藤田純之佑　名大理教授 ○
塚田　　捷　分子研助教授 ○
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.1
○
共

○
共

◎
共

川
崎
　
昌
博
北
大
電
子
科
学
研
教
授

○
人

○
人

近
藤
　
　
保
東
大
理
教
授

○
人

○（
副
）人

斎
藤
　
軍
治
京
大
理
教
授

○
○

塚
田
　
　
捷
東
大
理
教
授

○
共

○
共

山
口
　
　
兆
阪
大
理
教
授

○
人

○
人

宇
理
須
恆
雄
分
子
研
教
授

○
共

（
'9

4.
5.

1~
）
○
共

○
共

○
○
共

○
共

中
村
　
　
晃
分
子
研
教
授

○
小
杉
　
信
博
分
子
研
教
授

○
人

○
人

○
共

○
人

○
人

渡
辺
　
芳
人
分
子
研
教
授

○
共

○
共

○
人

○
~ '

02
.3

.3
1

大
澤
　
映
二
豊
橋
技
科
大
工
教
授

○
○
共

生
越
　
久
靖
福
井
高
専
校
長

○
○

小
谷
　
正
博
学
習
院
大
理
教
授

○
人

○
人

西
　
　
信
之
分
子
研
教
授

○
人

○
人

○
人

○
共

○
共

三
上
　
直
彦
東
北
大
院
理
教
授

○
共

○
人

岡
田
　
　
正
阪
大
院
基
礎
工
教
授

○
○
共

加
藤
　
重
樹
京
大
院
理
教
授

○
人

○
人
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氏
　
　
名

所
　
　
　
　
属

第
1
期

'8
1.

5.
1
～

　
'8

3.
4.

30

第
2
期

'8
3.

5.
1
～

　
'8

5.
4.

30

第
3
期

'8
5.

5.
1
～

　
'8

7.
4.

30

第
4
期

'8
7.

5.
1
～

　
'8

9.
4.

30

第
5
期

'8
9.

5.
1
～

　
'9

1.
4.

30

第
6
期

'9
1.

5.
1
～

　
'9

3.
4.

30

第
7
期

'9
3.

5.
1
～

　
'9

5.
4.

30

第
8
期

'9
5.

5.
1

～
　

'9
7.

4.
30

第
9
期

'9
7.

5.
1
～

　
'9

9.
4.

30

第
10
期

'9
9.

5.
1
～

　
'0

1.
4.

30

第
11
期

'0
1.

5.
1
～

　
'0

3.
4.

30

第
12
期

'0
3.

5.
1
～

　
'0

4.
3.

31

小
谷
野
猪
之
助
姫
路
工
業
大
理
教
授

○
共

○
共

関
　
　
一
彦
名
大
物
質
科
学
国
際
研

究
セ
教
授

○
人

○
人

田
中
　
武
彦
九
大
院
理
教
授

○
人

○
人

籏
野
　
嘉
彦
九
大
院
総
合
理
工
教
授

○（
副
）

○（
副
）

小
林
　
速
男
分
子
研
教
授

○
人

○
人

○
共

○
共

阿
知
波
洋
次
東
京
都
立
大
院
理
教
授

○
○
人
共

（
人

'0
2.

4.
1~
）
○
人

北
原
　
和
夫
国
際
基
督
教
大
教
養
教
授

○
○

○
口
　
宏
夫
東
大
院
理
教
授

○
人

○
人

○
人

松
本
　
和
子
早
稲
田
大
理
工
教
授

○
人

○
人

（
~ '

02
.3

.3
1）

平
田
　
文
男
分
子
研
教
授

○
人

○
人

○
人

藤
井
　
正
明
分
子
研
教
授

○
人

○
人

阿
久
津
秀
雄
阪
大
蛋
白
研
教
授

○
○

宇
田
川
康
夫
東
北
大
多
元
研
教
授

○（
副
）人

○（
副
）人

太
田
　
信
廣
北
大
電
子
科
学
研
教
授

○
人

○
人

川
合
　
眞
紀
理
化
学
研
主
任
研
究
員

○
榊
　
　
茂
好
九
大
有
機
化
学
基
礎
セ

教
授

○
人

○
人

菅
原
　
　
正
東
大
院
総
合
文
化
教
授

○
共

○
共

魚
住
　
泰
広
分
子
研
教
授

○
'0

2.
4.

1~
○

西
川
　
惠
子
千
葉
大
院
自
然
科
学
教
授

○
岡
本
　
裕
巳
分
子
研
教
授

○
人

加
藤
　
隆
子
核
融
合
科
学
研
教
授

○
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9-9　運営会議委員（2004 ～）
　◎　議長 人－人事選考部会に属する委員
（副）　副議長 共－共同研究専門委員会に属する委員

氏名・所属（当時）
第 1期

'04. 4. 1～
　'06. 3.31

第 2期
'06. 4. 1～
　'08. 3.31

第 3期
'08. 4. 1～
　'10. 3.31

第 4期
'10. 4. 1～
　'12. 3.31

第 5期
'12. 4. 1～
　'14. 3.31

第 6期
'14. 4. 1～
　'16. 3.31

第 7期
'16. 4. 1～
　'18. 3.31

第 8期
'18. 4. 1～
　'20. 3.31

阿久津秀雄 阪大たんぱく質研所長 ○共
阿波賀邦夫 名大院理教授 ○人 ○人
太田　信廣 北大電子科研教授 ○人
加藤　隆子 核研研究・企画情報

セ教授
○

榊　　茂好 京大院工教授 ○人
田中健一郎 広大院理教授 ○人 ○（副）人
寺嶋　正秀 京大院理教授 ○人 ○人
西川　恵子 千葉大院自然教授 ○（副）
藤田　　誠 東大院工教授 ○ ○
前川　禎通 東北大金材研教授 ○ ○
宇理須恆雄 分子研教授 ○共 ○共 ◎共
小川　琢治 分子研教授 ○ ○

~'07.9.30

北川　禎三 分子研教授（岡崎統
合バイオ）

○
~'05.3.31

岡本　裕巳 分子研教授 ○ '05.4.1~ ○人 ○人 ○共 ○共 ◎人・共 ◎人 ○
小杉　信博 分子研教授 ○人 ○ ○人 ◎人・共 ◎共 ○共 ○共
小林　速男 分子研教授 ◎共 ○共

~'07.3.31

大森　賢治 分子研教授 ○ '07.4.1~ ○ ○人 ○人 ○ ○ ○
田中　晃二 分子研教授 ○人・共 ○人・共 ○共 ○
永瀬　　茂 分子研教授 ○人 ○人 ○ ○
西　　信之 分子研教授 ○共 ○人・共 ○人・共
平田　文男 分子研教授 ○ ○ ○人 ○
松本　吉泰 分子研教授 ○人 ○人

~'07.3.31

横山　利彦 分子研教授 ○人
'07.4.1~

○人 ○人 ○ ○ ○ ○人

藥師　久彌 分子研教授 ○人 ◎共
'07.4.1~

○共

斉藤　真司 分子研教授 ○人 ○人 ○人 ○共 ◎共
大島　康裕 分子研教授 ○ ○人 ○
魚住　泰広 分子研教授 ○共 ○人・共 ○人・共 ○共 ○共
青野　重利 分子研教授 ○人・共 ○人・共 ○共 ○共 ○人・共
加藤　晃一 分子研教授 ○ ○人 ○人 ○
加藤　政博 分子研教授 ○
山本　浩史 分子研教授 ○ ○人 ○人 ○共
秋山　修志 分子研教授 ○ ○人 ○人
榎　　敏明 東工大院理工教授 ○人 ○人
加藤　昌子 北大院理教授 ○共 ○
関谷　　博 九大院理教授 ○ ○共
中嶋　　敦 慶應大理工教授 ○ ○
山下　晃一 東大院工教授 ○人 ○人
江幡　孝之 広大院理教授 ○人 ○人
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氏名・所属（当時）
第 1期

'04. 4. 1～
　'06. 3.31

第 2期
'06. 4. 1～
　'08. 3.31

第 3期
'08. 4. 1～
　'10. 3.31

第 4期
'10. 4. 1～
　'12. 3.31

第 5期
'12. 4. 1～
　'14. 3.31

第 6期
'14. 4. 1～
　'16. 3.31

第 7期
'16. 4. 1～
　'18. 3.31

第 8期
'18. 4. 1～
　'20. 3.31

篠原　久典 名大院理教授 ○ ○共
冨宅喜代一 神戸大院理名誉教授 ○（副）人 ○（副）人
山下　正廣 東北大院理教授 ○人 ○人
渡辺　芳人 名大副総長，教授 ○ ○
山縣ゆり子 熊本大院薬教授 ○ ○
上村　大輔 神奈川大理教授 ○ ○
山内　　薫 東大院理教授 ○ ○
森　　健彦 東工大院理工教授 ○人 ○人
佃　　達哉 東大院理教授 ○人 ○人
朝倉　清髙 北大触媒セ教授 ○ ○ ○
神取　秀樹 名工大院工教授 ○ ○（副）人 ○（副）人
河野　裕彦 東北大院理教授 ○ ○共 ○
寺嵜　　亨 九大院理教授 ○人 ○人 ○人
水谷　泰久 阪大院理教授 ○人 ○人 ○人
大西　　洋 神戸大院理教授 ○共 ○共
鈴木　啓介 東工大院理工教授 ○ ○
高田　彰二 京大院理教授 ○ ○
田原　太平 理研主任研究員 ○人 ○人
森　　初果 東大物性研教授 ○人 ○人
有賀　哲也 京大院理教授 ○（副）人 ○人
米田　忠弘 東北大多元研教授 ○ ○（副）
高原　　淳 九大先導研教授 ○ ○
西原　　寛 東大院理教授 ○人 ○人
山口　茂弘 名大トランス研教授 ○人 ○人
解良　　聡 分子研教授 ○人 ○人
鹿野田一司 東大院工教授 ○人
袖岡　幹子 理研主任研究員 ○
谷村　吉隆 京大院理教授 ○
中井　浩巳 早稲田大理工教授 ○人
藤井　正明 東工大科技創成院教授 ○共
江原　正博 分子研教授 ○人
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9-10　自然科学研究機構分子科学研究所研究教育職員の任期に関する規則
平成１６年４月１日

分研規則第２０号

自然科学研究機構分子科学研究所研究教育職員の任期に関する規則

（趣旨）

第１条　この規則は，大学の教員等の任期に関する法律（平成９年法律第８２号。以下「法」という。）第５条第２項

の規定に基づき，自然科学研究機構分子科学研究所の研究教育職員の任期に関し，必要な事項を定める。

（教育研究組織，職及び任期）

第２条　任期を定めて任用する研究教育職員の教育研究組織，職，任期として定める期間及び任期更新に関する事項

は，別表に定めるとおりとする。

（同意）

第３条　任期を定めて研究教育職員を採用する場合には，文書により，採用される者の同意を得なければならない。

（周知）

第４条　この規則を定め，又は改正したときは，速やかに周知を図るものとする。

附則

　この規則は，平成１６年４月１日から施行し，岡崎国立共同研究機構分子科学研究所研究教育職員の任期に関する

規則（平成１０年岡機構規程第８号。以下「分子研規則」という。）により任期を付されて採用された者について適用

する。

附則

　この規則は，平成１９年４月１日から施行し，改正前の別表の規定により任期を定めて雇用されていた者について

適用する。

別表（第２条関係）

法第４条第１項第１号に掲げる
教育研究組織に該当する組織 該当する職 分子研規則

による種別 任　期
任期更新に関する事項

可　否 任　期

分子科学研究所に置かれる研究
領域及び研究施設 助教

５年に満たない
任期を残す者

分子研規則に
よる残任期間

可
任期を
定めず
に採用５年を越える

任期を残す者 ５年
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9-11　自然科学研究機構分子科学研究所点検評価規則
平成１６年４月１日

分研規則第４号

自然科学研究機構分子科学研究所点検評価規則

（目的）

第１条　この規則は，自然科学研究機構分子科学研究所（以下「研究所」という。）の設置目的及び社会的使命を達

成するため，研究活動等の状況について自己点検・評価，及び外部の者による評価（以下「外部評価」という。）

を行い，もって研究所の活性化を図ることを目的とする。

（点検評価委員会）

第２条　研究所に，前条の目的を達成するため分子科学研究所点検評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。

２　委員会は，次に掲げる者をもって組織する。

一　研究所長

二　研究総主幹

三　研究主幹

四　研究施設の長

五　本部研究連携室の研究所所属の研究教育職員

六　技術課長

七　その他研究所長が必要と認めた者

３　前項第７号の委員の任期は，２年とし，再任を妨げない。

（委員長）

第３条　委員会に委員長を置き，研究所長をもって充てる。

２　委員長に事故があるときは，研究総主幹がその職務を代行する。

（招集）

第４条　委員会は，委員長が招集し，その議長となる。

（点検評価委員会の任務）

第５条　委員会は，次に掲げる事項について企画，検討及び実施する。

一　自己点検・評価及び外部評価の基本方針に関すること。

二　自己点検・評価及び外部評価の実施に関すること。

三　自己点検・評価報告書及び外部評価報告書の作成及び公表に関すること。

四　独立行政法人大学評価・学位授与機構が行う評価に係る諸事業への対応に関すること。

五　その他自己点検・評価及び外部評価に関すること。
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（点検評価事項）

第６条　委員会は，次の各号に掲げる事項について点検評価を行うものとする。

一　研究所の在り方，目標及び将来計画に関すること。

二　研究目標及び研究活動に関すること。

三　大学等との共同研究体制及びその活動に関すること。

四　大学院教育協力及び研究者の養成に関すること。

五　研究教育職員組織に関すること。

六　研究支援及び事務処理に関すること。

七　国立大学法人総合研究大学院大学との連係及び協力に関すること。

八　施設設備等研究環境及び安全に関すること。

九　国際共同研究に関すること。

十　社会との連携に関すること。

十一　学術団体との連携に関すること。

十二　管理運営に関すること。

十三　学術情報体制に関すること。

十四　研究成果等の公開に関すること。

十五　財政に関すること。

十六　点検評価体制に関すること。

十七　その他委員会が必要と認める事項

２　前項各号に掲げる事項に係る具体的な点検評価項目は，委員会が別に定める。

（専門委員会）

第７条　委員会に，専門的事項について調査審議するため，専門委員会を置くことができる。

２　専門委員会に関し必要な事項は，委員会が別に定める。

（点検評価の実施）

第８条　自己点検・評価又は外部評価は，毎年度実施する。

（点検評価結果の公表）

第９条　研究所長は，委員会が取りまとめた点検評価の結果を，原則として公表する。ただし，個人情報に係る事項，

その他委員会において公表することが適当でないと認めた事項については，この限りではない。

（点検評価結果への対応）

第１０条　研究所長は，委員会が行った点検評価の結果に基づき，改善が必要と認められるものについては，その改

善に努めるものとする。
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（庶務）

第１１条　委員会の庶務は，岡崎統合事務センター総務部総務課において処理する。

（雑則）

第１２条　この規則に定めるもののほか，委員会の運営に関し必要な事項は，委員会の議を経て研究所長が定める。

附則

１　この規則は，平成１６年４月１日から施行する。

２　この規則施行後，第２条第２項第７号により選出された最初の委員の任期は，同条第３項の規定にかかわらず，

平成１８年３月３１日までとする。
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9-12　自然科学研究機構分子科学研究所将来計画委員会規則
平成１６年４月１日

分研規則第５号

自然科学研究機構分子科学研究所将来計画委員会規則

（設置）

第１条　自然科学研究機構分子科学研究所（以下「研究所」という。）に，研究所の将来計画について検討するため，

将来計画委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（組織）

第２条　委員会は，次の各号に掲げる委員をもって組織する。

一　研究所長

二　研究総主幹

三　研究所の教授数名

四　研究所の准教授数名

五　その他分子科学研究所長（以下「研究所長」という。）が必要と認めた者

２　前項第３号，第４号及び第５号の委員の任期は，１年とし，再任を妨げない。ただし，補欠の委員の任期は，

前任者の残任期間とする。

３　前項の委員は，研究所長が委嘱する。

（委員長）

第３条　委員会は，研究所長が招集し，その委員長となる。

（専門委員会）

第４条　委員会に，専門的な事項等を調査検討させるため，専門委員会を置くことができる。

（委員以外の者の出席）

第５条　委員長は，必要に応じて，委員以外の者を委員会に出席させ，意見を聴取することができる。

（庶務）

第６条　委員会の庶務は，岡崎統合事務センター総務部総務課において処理する。

附則

１　この規則は，平成１６年４月１日から施行する。

２　この規則施行の後最初の任命に係る委員の任期は，第２条第２項の規定にかかわらず，平成１７年３月３１日までとする。

附則

　この規則は，平成１９年４月１日から施行する。
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9-13　大学共同利用機関法人自然科学研究機構中期目標（第三期，平成28～34年度）
（前文）研究機構の基本的な目標
　大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「本機構」という。）は，宇宙，エネルギー，物質，生命等に関わる自然科学分野
の拠点的研究機関を設置・運営することにより国際的・先導的な研究を進めるとともに，本機構が設置する各大学共同利用機関（以
下「各機関」という。）の特色を活かしながら，更に各々の分野を超え，広範な自然の構造と機能の解明に取り組み，自然科学の新
たな展開を目指して新しい学問分野の創出とその発展を図るとともに，若手研究者の育成に努める。また，大学共同利用機関とし
ての特性を活かし，大学等との連携の下，我が国の大学の自然科学分野を中心とした研究力強化を図る。これらのミッションを踏
まえ，特に第３期中期目標期間においては，機構長のリーダーシップの下，以下の組織改革及び研究システム改革を通じて，機能
強化を強力に推進する。
　組織改革については，機関の枠を超え，異分野連携による新分野の創成を恒常的に行う新分野創成センターの組織再編，既存機
関とは独立した国際的研究拠点の創設，研究基盤戦略会議における機能強化の方針及び資源再配分等の組織改革の方針に基づく教
育研究組織の再編等を行う。
　研究システム改革については，本機構の行う公募型の共同利用・共同研究の申請から審査・採択，成果報告・分析までを統合的
に管理するシステム（自然科学共同利用・共同研究統括システム）を整備して，それらの成果の分析評価を行うとともに，本機構
と各大学との緊密な連携体制の下で，大学の各分野の機能強化に貢献する新たな仕組み（自然科学大学間連携推進機構）を構築する。
また，柔軟な雇用制度（多様な年俸制，混合給与）の導入等の人事・給与システム改革を通じて若手研究者の育成，女性研究者の
支援，外国人研究者の招へいに取り組む。
　これら２つの改革を着実に推進するため，本機構の IR（Institutional Research）機能を整備するとともに，これら第３期中期目標
期間における特色ある改革の問題点や課題を，内部的に自己点検を実施し，それを受けて改革の効果について外部評価を受ける。
また，研究活動における不正行為及び研究費の不正使用等のコンプライアンスの諸課題についても機構全体で包括的かつ横断的に
取り組む。

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織
　１　中期目標の期間
　　平成２８年４月１日から平成３４年３月３１日までの６年間とする。

　２　大学共同利用機関
　　本機構に，以下の大学共同利用機関を置く。
 国立天文台
 核融合科学研究所
 基礎生物学研究所
 生理学研究所
 分子科学研究所

I 研究機構の教育研究等の質の向上に関する目標
　１　研究に関する目標
　　（１） 研究水準及び研究の成果等に関する目標

　本機構は，天文学，核融合科学，物質科学，生命科学等の自然科学分野の学術研究を積極的に推進するとともに，各分
野間の連携を図り，優れた研究成果を上げる。
　天文学分野では，太陽系からビッグバン宇宙までを研究対象として，国内外の大型研究基盤施設及び設備の建設・運用
を行い，これらを大学等の研究者の共同利用に供することにより，我が国の観測天文学，シミュレーション研究，理論天
文学を牽引し，人類が未だ認識していない宇宙の未知の領域を開拓する。
　国内の研究拠点のほか，アメリカ合衆国に設置したハワイ観測所，チリ共和国に設置したチリ観測所においても業務運
営を円滑に実施する。また，日米中印加による国際共同科学事業である 30m光学赤外線望遠鏡（TMT）計画のメンバー機
関として，アメリカ合衆国ハワイ州において建設を推進する。
　核融合科学分野では，我が国における核融合科学研究の中核的研究拠点として，大学や研究機関とともに核融合科学及
び関連理工学の学術的体系化と発展を図る。環境安全性に優れた制御熱核融合の実現に向けて，大型の実験装置や計算機
を用いた共同研究から，国際協力による核融合燃焼実験への支援までを含む日本全体の当該研究を推進する。
　基礎生物学分野では，遺伝子・細胞・組織・個体の多階層における独創的な研究や研究技術・手法の開発を推進するこ
とにより，生物現象の基本原理に関する統合的理解を深め，国内生物学コミュニティを先導し，基礎生物学分野の発展に
寄与する。
　生理学分野では，分子から細胞，組織，システム，個体にわたる各レベルにおいて先導的な研究をするとともに，各レ
ベルを有機的に統合し，ヒトの機能とその仕組み，更にその病態の解明に寄与する。
　分子科学分野では，物質・材料の基本となる分子及び分子集合体の構造，機能，反応に関して，原子・分子及び電子の
レベルにおいて究明することにより，化学現象の一般的法則を構築し，新たな現象や機能を予測，実現する。

　　（２） 研究実施体制等に関する目標
　国際的かつ先端的な学術研究を持続的に推進するため，十分な研究体制を確保する。

　２　共同利用・共同研究に関する目標
　　（１） 共同利用・共同研究の内容・水準に関する目標

　本機構は，各専門分野を先導する国際的学術拠点として，国内外の研究者との共同利用・共同研究を抜本的に強化し，
優れた研究成果を上げる。

　　（２） 共同利用・共同研究の実施体制等に関する目標
　共同利用・共同研究機能の強化のため，研究者コミュニティ及び各大学等の要請に対応し得る柔軟な体制を構築する。

　３　教育に関する目標
　　（１） 大学院等への教育協力に関する目標

　自然科学分野において国際的に通用する高度な研究的資質を持ち，広い視野を備えた研究者を育成するため，総合研究
大学院大学（以下「総研大」という。）との一体的連係及びその他の大学との多様な連携によって，本機構の高度の人材・
研究環境を活かして，特色ある大学院教育を実施する。

　　（２） 人材育成に関する目標
　自然科学分野において優れた研究成果を生み出せる大学院生を含む若手研究者の養成を行う。特に，総研大との一体的
連係及びその他の大学との多様な連携による大学院教育によって，新しい学術的分野の問題を発掘及び解決できる人材の
育成を行い，社会の要請に応える。
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　４　社会との連携及び社会貢献に関する目標
　　　国民の科学に対する関心を高めるとともに，最先端の研究成果を社会に還元する。

　５　その他の目標
　　（１） グローバル化に関する目標

　我が国の代表的な自然科学分野の国際的頭脳循環のハブとして，人材交流を含む国際間の多様な研究交流を推進する。
　　（２） 大学共同利用機関法人間の連携に関する目標

　４大学共同利用機関法人は，互いの適切な連携により，より高度な法人運営を推進する。

II 業務運営の改善及び効率化に関する目標
　１　組織運営の改善に関する目標
　　　機構長のリーダーシップの下で，機構本部及び各機関間の連携により，機構として戦略的かつ一体的な運営を推進する。

　２　教育研究組織の見直しに関する目標
　新たな学問分野の創出，共同利用・共同研究機能の向上の観点から，各機関等の研究組織を見直し，必要な体制整備，組織
再編等を行う。

　３　事務等の効率化・合理化に関する目標
　機構における事務組織について，事務局機能の強化を図るとともに，事務局と各機関間の一層の連携強化により，効率的な
体制を構築する。

III 財務内容の改善に関する目標
　１　外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標
　　　外部研究資金その他の自己収入の効果的な確保と増加を図るための基盤を強化する。

　２　経費の抑制に関する目標
　　　適切な財政基盤の確立の観点から，業務・管理運営等の見直しを行い，効率的かつ効果的な予算執行を行う。

　３　資産の運用管理の改善に関する目標
　　　資産の効率的かつ効果的な運用管理を行う。

IV 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標
　１　評価の充実に関する目標
　国際的に優れた研究成果を上げるため，研究体制，共同利用・共同研究体制や業務運営体制について，様々な機構外の者の
意見を反映させ，適宜，見直し，改善・強化するために自己点検，外部評価等を充実する。

　２　情報公開や情報発信等の推進に関する目標
　本機構の実情や果たしている機能，運営内容や研究活動について，広く国内外に分かりやすい形で示すように適切かつ積極
的に情報公開や情報発信を行う。

V その他業務運営に関する重要目標
　１　施設設備の整備・活用等に関する目標
　本機構の施設設備に係る基本方針及び長期的な構想に基づき，キャンパスマスタープランの充実を図り，既存施設の有効活
用や計画的な維持管理を含めた効率的かつ効果的な施設マネジメントを行う。

　２　安全管理に関する目標
　事故及び災害を未然に防止するため，広く安全管理・危機管理体制の強化を図り，役職員の意識向上を通じた安全文化の醸
成に取り組む。また，職員の健康を増進することにより，快適な職場環境創りに積極的に取り組むとともに，情報セキュリティ
ポリシーに基づき，適切な情報セキュリティ対策を行う。

　３　法令遵守等に関する目標
　研究不正の防止，研究費不正の防止に係る管理責任体制の整備を図るとともに，研究者倫理に関する研修等の充実により，
法令遵守を徹底する。
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9-14　大学共同利用機関法人自然科学研究機構中期計画（第三期，平成28～34年度）
（VI 以降を省略）

I 研究機構の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置
① 大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「本機構」という。）は，天文学，核融合科学，分子科学，基礎生物学，生理学
の各分野（以下「各分野」という。）における拠点的研究機関（以下「機関」という。）の役割と機能を更に充実させ，国際的
に高い水準の研究成果を上げる。【1】
② アストロバイオロジーセンターにおいて，第一線の外国人研究者の招へい，若手研究者の海外派遣に取り組むとともに，大学
等と連携して国際的かつ先端的な共同利用・共同研究を推進し，当該分野の国際的研究拠点を形成する。【2】
③ 機関の枠を超え，異分野連携による新分野の創成を恒常的に担う新分野創成センターにおいて，新分野の萌芽促進及び分野間
連携研究プロジェクト等を通じた次世代の学問分野の育成を行う。また，既存のブレインサイエンス研究分野及びイメージン
グサイエンス研究分野を融合発展させた次世代生命科学センター（仮称）を平成３０年度に創設する。併せて，機構の５機関に
よる機関間連携ネットワークによる共同利用・共同研究事業を推進し，新分野の萌芽を見出だす基盤を整備するとともに，新
たな研究者コミュニティの形成を促す。【3】

　各分野の特記事項を以下に示す。

（国立天文台）
① すばる望遠鏡及び超広視野主焦点カメラ（HSC）を用いて，従来の約 10倍の天域にわたって遠方宇宙を探査することにより，
天体の形成過程や宇宙の大規模構造の起源についての研究を推進する。また，太陽系及び太陽系外の惑星形成領域を観測する
ための装置（分光器，撮像器等）を開発し，惑星の形成過程や，太陽系外惑星の性質についての研究を推進する。第３期中期
目標期間終了時までに，次世代観測装置として超広視野主焦点分光器を東京大学等と共同で開発し，初期宇宙，銀河の進化，
暗黒物質，暗黒エネルギー等の研究を推進する。【4】
② アジア，北米，欧州の国際共同科学事業であるアタカマ大型ミリ波サブミリ波干渉計（アルマ望遠鏡）を用いて，太陽系外の
惑星形成や銀河形成の解明に取り組むとともに，生命の起源に関する様々な物質の探査を行う。アルマ望遠鏡の運用継続のた
め国際分担責任を果たすとともに，第３期中期目標期間終了時までに，次世代のバンド１受信機 66台の組立てを完了する。【5】
③ 日米中印加の国際共同事業である 30m光学赤外線望遠鏡（TMT）の建設を推進し，日本の役割として望遠鏡本体構造の製作，
主鏡分割鏡の製造及び一部研磨加工，第一期観測装置の製作を行う。【6】

④ 大型望遠鏡，次世代観測装置，超高速計算機等の開発研究，整備及び運用を行い，科学技術の発展向上に寄与する。このため
全国の大学等と先端的開発研究を進める。【7】
⑤ 地上からの天文学（地上に設置した望遠鏡やスーパーコンピュータを用いた研究）の推進を軸として，将来の観測装置開発の
ための基礎的技術研究を推進し，新たな科学技術の基盤の創成に寄与する。【8】
⑥ 東アジア地域の大学・天文学研究機関との連携を強化するため，東アジア天文台の運用（望遠鏡の共同運用）や若手研究者の
育成（研究員の受入れ等）を共同で行う。【9】

（核融合科学研究所）
① ヘリカル方式の物理及び工学の体系化と環状プラズマの総合的理解に向けて，大型ヘリカル装置（LHD）の更なる性能向上を
目指し，プラズマ制御，加熱及び計測機器，並びに安全管理設備の整備を進めて，重水素実験を実施する。これにより，第３
期中期目標期間終了時までに，イオン温度 1億 2,000万度を達成し，核融合炉に外挿可能な超高性能プラズマを実現する。また，
重水素放電におけるイオンの内部輸送障壁形成や粒子リサイクリング特性等に関する水素同位体効果を，共同研究を基盤とす
る学術研究により検証する。【10】
② プラズマシミュレータ（スーパーコンピュータシステム）を有効活用して，数値実験炉の構築に向けたコアプラズマから周辺
プラズマ・プラズマ対向壁までを含むシミュレーションコードの整備・拡張・高精度化及び統合化のための研究を進めるとと
もに，平成３１年度中において，プラズマシミュレータの性能を現行機種と比べて４倍以上に向上させ，それに対応した各種３
次元コードの最適化を行う。また，平成３１年度までに，コアプラズマにおける乱流輸送のモデル化と統合輸送コードへの組み
込み，第３期中期目標期間終了時までに，各種輸送コードに複数イオン種効果を取り込む。さらに，第３期中期目標期間終了
時までに，タングステンを中心とするプラズマ対向材の物性値評価に必要であるプログラミングの改善や新たなモデルの構築
により分子動力学的シミュレーション技法を開発する。並行して，上記目標を達成するための支援研究として，LHDプラズマ
を始めとする磁場閉じ込めプラズマの３次元平衡，輸送，不安定性，非線形発展についての実験結果との照合によりコードの
完成度を高めるとともに，関連する基礎物理等に関するシミュレーション研究を行う。【11】
③ 核融合炉の早期実現を目指し，平成２８年度でヘリカル炉の概念設計をまとめ，各開発課題の数値目標を具体化する。炉設計の
精密化の推進，それと連動した基幹機器の高性能化と高信頼性，規格基準の確立に向けた開発研究を推進することにより，第
３期中期目標期間終了時までに，大型高磁場超伝導マグネットと先進ブランケットシステムの実規模試作の工学設計をまとめ
るとともに，ヘリカル炉に向けた学術研究ロードマップを報告書にまとめる。並行して，第２期で立ち上げた大型設備である「熱・
物質流動ループ」や「大口径強磁場導体試験装置」等の拡充と拠点化による国内外との共同研究の機能強化，及び規格・基準
構築に向けての知見の集積化による核融合工学の体系化と学際研究への寄与を図るとともに，関連技術の産業界への展開・促
進を図る。【12】

（基礎生物学研究所）
① 多様な生物現象の基本原理を解明するために，最先端解析技術を用いて，細胞の構造・機能，発生・分化，神経系の働きや行
動の制御，共生，進化，外部環境に対する応答等の機構を研究する。遺伝子やタンパク質解析技術や多様な先端顕微鏡による
バイオイメージング技術の高度化を進め，分子から個体レベルで統合的に解明することによって，世界を先導する独創的な生
物学研究を推進する。【13】
② 社会性や共生といった高次な生物現象を研究するために適した数種の新規生物種の繁殖及び遺伝子改変技術を確立し，生物資
源を充実させる。【14】
③ バイオイメージング関連施設の国内ネットワークの構築，欧米を含む国際ネットワークへの参加を第３期中期目標期間終了時
までに実現する。【15】

（生理学研究所）
① 生体の働きを担う機能分子の構造と動作・制御メカニズム及び細胞機能への統合，代謝調節・循環調節等の動的適応性の遺伝子・
分子・細胞的基盤，循環や脳神経情報処理機構の構造的及び分子・細胞的基盤等の解明を目的とする研究を行うとともに，こ
れらの病態への関わりを研究する。【16】
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② 認知・行動・感覚などの高次脳機能の脳内メカニズム，心理現象のメカニズムや社会的行動等の神経科学的基盤の解明に迫る。
そのための革新的脳情報抽出手法及び神経活動やネットワーク機能の操作手法の導入・改良を行う。【17】
③ 脳－人体の働きとそのしくみについて，分子から個体を統合する空間的・時間的関連，及び多臓器連関の統合的理解のため，7
テスラ超高磁場MRIによるイメージング等の生体情報計測技術の高度化を行う。また，新規パラメータの取得法や，大規模デー
タ解析法の開発を行う。【18】

（分子科学研究所）
① 量子力学，統計力学，分子シミュレーション等の理論的・計算化学的方法により，小分子系から生体分子，ナノ物質などの高
次複雑分子系に至る様々な分子システムの構造・性質とその起源を解明するとともに，新たな機能開拓に向けた研究を行う。【19】

② 光分子科学の新たな展開を可能とする様々な波長域や高強度の光・電磁波を得るための高度な光源の開発及び先端的な分光法
の開発を行うとともに，分子システムに内在する相互作用と高次機能発現機構の解明や高次機能と動的挙動の光制御に関する
研究を行う。【20】
③ 多様な分子計測法を駆使して金属錯体，ナノ物質，生体分子とそのモデル系が示す高次機能や協同現象に対する分子レベルの
機構解明に関する研究を行うとともに，新規な電気的・磁気的・光学的特性や高効率な物質変換・エネルギー変換を目的とし
た新たな分子物質や化学反応系の設計・開発を行う。【21】

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置
① 学術研究推進の基本である各研究者の自由な発想による挑戦的な研究活動を促進するため，新たな方向性を探る研究や学際的
研究を推進する研究グループの形成支援，若手研究者の支援，競争的資金の獲得支援，国際的環境の整備等を強化する。【22】
② 該当する各機関が行う大型プロジェクトに関しては，プロジェクトを適切に推進するための体制構築及びその不断の点検を実
施するとともに，リーダーやプロジェクトマネージャーなど推進体制を見直す。また，プロジェクトの達成目標に関し，研究
者コミュニティの意見を踏まえ，各機関の運営会議等において迅速且つ適切な意思決定を行う。また，プロジェクトの推進に
当たっては，立地する地元自治体や地元住民の理解を得て進めることが必要不可欠であることから，市民との懇談会や地元自
治体との密な協議を通したリスクコミュニケーションを着実に実施する。【23】
③ アストロバイオロジーセンターにおいては，系外惑星探査，宇宙生命探査，装置開発の各プロジェクト推進のために，海外機
関から最先端の研究者を招へいするなど，国内外の第一線の研究者の配置及び研究支援体制の構築により，国際的かつ先端的
な研究を推進できる体制を整備する。当該研究拠点の外国人研究者の割合を，第３期中期目標期間終了時までに 20％以上とする。

 　新分野創成センターにおいては，恒常的な新分野の萌芽促進及び育成の仕組みを整備する。また，既存の研究分野について，
新たな学問動向を踏まえて融合発展を図る等の見直しを行うことができる体制を整備する。【24】

２ 共同利用・共同研究に関する目標を達成するための措置
（１）共同利用・共同研究の内容・水準に関する目標を達成するための措置
① 各機関の我が国における各研究分野のナショナルセンターとしての役割を踏まえ，国際的かつ先端的な共同利用・共同研究を
推進し，一層の機能強化につなげる。公募型の共同利用・共同研究については，申請から審査，採択，成果報告・公表，分析
に至るまでを統合的に管理する自然科学共同利用・共同研究統括システム（NINS Open Use System：NOUS）（仮称）の基盤を
平成３１年度までに整備し，第３期中期目標期間終了時までに共同利用・共同研究の成果内容・水準を把握するとともに，大学
の機能強化への貢献度を明らかにする。【25】
② 自然科学大学間連携推進機構（NINS Interuniversity Cooperative Association：NICA）（仮称）を構築し，各機関における個別の大
学間連携を集約し，より広くかつ柔軟に大学の研究力強化を推進する。【26】
③ 頭脳循環拠点の機能を強化し，優秀な若手研究者の育成と活発な人材交流を通して新たな分野を大学で展開させるなど，大学
の機能強化に貢献する。【27】

　各分野の特記事項を以下に示す。

（国立天文台）
　天文学分野において，研究者コミュニティの意見をとりまとめ，その総意に基づいて，大型研究基盤施設及び設備の建設・開発・
運用を行うとともに，国内観測拠点の整理・統合を進める。アルマ望遠鏡の使用に関する東アジア地域の窓口機関として，日本を
含む東アジア地域の研究者に対し，観測提案の準備，観測データ解析，論文化等の支援を行う。自然科学大学間連携推進機構（仮称）
の一環として，光学赤外線分野及び電波 VLBI分野等における大学間連携を促進し，全国の大学等及び海外の研究機関等が保有する
観測装置を連携させた共同利用・共同研究システムを構築するなど，大学等における天文学・宇宙物理学の発展に貢献する。さらに，
共同利用機能を持続的かつ高いレベルで提供するため，すばる望遠鏡の共同利用率を 90％に，天文シミュレーションシステムの共
同利用率を 100％に維持する。【28】

（核融合科学研究所）
　LHDによる重水素プラズマ実験，プラズマシミュレータによる大規模シミュレーション及び大型試験設備を活用した炉工学研究
を高度な共同利用・共同研究として国内外に展開する。国内においては，その質を上げること，国外については，その機会を増や
すことを目標とする。自然科学大学間連携推進機構（仮称）の一環としての双方向型共同研究を始めとする大学間ネットワークを
整備・活用した共同研究を先導することにより，大学からの研究成果創出に資する。２国間・多国間協定に基づく連携事業につい
ては限られた予算の中で研究計画を重点化し，より高い成果を目指す。国際熱核融合実験炉（ITER）等の国際事業に対しても，卓
越した研究拠点として連携協定の下，大学とともに核融合科学研究所が知見を持つ分野で更なる連携協力を図る。また，共同利用
機能を持続的かつ高いレベルで提供するため，大型ヘリカル装置及びプラズマシミュレータの共同利用率を 100％に維持する。【29】

（基礎生物学研究所）
　生物機能解析センターの機能を更に高度化し，遺伝子発現や代謝産物の定量的解析，分子や細胞，組織，個体レベルでの時空間
動態観察など，統合的な解析を可能にするために，次世代シーケンサーや先端顕微鏡などの設備の高度化，技術支援員などの充実
を図る。また，共同利用・共同研究の一部を国際的にも開かれたものとし，第３期中期目標期間中に 20件程度の国際共同利用・共
同研究を実施する。
　自然科学大学間連携推進機構（仮称）の一環として，大学サテライト７拠点との連携により，生物遺伝資源のバックアップ保管
数を毎年度対前年度比で約 10％程度増加させる。また新規生物遺伝資源保存技術開発共同利用研究を年間 10件程度採択するととも
に，凍結保存カンファレンスを定期開催（第３期中期目標期間中に６回）し，生物学・材料科学・有機合成化学の異分野間連携を
推進する。さらに得られた成果を中心に保存技術講習会を大学サテライト拠点と共同で開催する。大学間連携による昆虫，海生生
物など新規モデル生物開発拠点を形成し，特徴ある生物機能をもつ生物をモデル化することにより，新たな生物機能の解明を目指
す研究を推進する。さらに，共同利用機能を持続的かつ高いレベルで提供するため，大型スペクトログラフの共同利用率を 90％に
維持する。また，先端バイオイメージング支援プラットフォーム（光学顕微鏡技術支援，画像解析技術支援等）の形成などを通じて，
生命科学を包括した支援体制を構築し，我が国の当該分野の高度化及び国際ネットワーク形成を推進する。【30】
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（生理学研究所）
　分子から細胞，組織，システム，個体にわたる機能生命科学（生理学）及び脳科学分野の共同利用・共同研究拠点としての機能
を強化する。年間，共同研究件数 100件，生理研研究会 20件を維持する。自然科学大学間連携推進機構（仮称）の一環としての 7
テスラ超高磁場MRI装置等を用いた脳・人体機能イメージングネットワークを構築し，全国の大学等研究機関との共同研究体制を
確立する。先端光学・電子顕微鏡を用いた共同研究は，新規の共同研究者を開拓する。研究者へのニホンザルの提供については，
安全でユーザーのニーズに沿った付加価値の高い個体の提供を目指し，他機関と協力し，品質信頼性の更なる向上に取り組むとと
もに，長期的供給体制の整備を継続する。遺伝子改変に用いるウィルスベクターの作成と提供についても更に推進する。また，共
同利用研究の国際公募を実施し，国際共同研究を推進する。さらに，共同利用機能を持続的かつ高いレベルで提供するため，7テス
ラ超高磁場MRI装置の共同利用率を 60％に維持する。また，先端バイオイメージング支援プラットフォーム（電子顕微鏡技術支援，
機能的磁気共鳴画像技術支援等）の形成などを通じて，生命科学を包括した支援体制を構築し，我が国の当該分野の高度化を推進
する。【31】

（分子科学研究所）
　先端的な放射光光源やレーザーを用いた光科学実験装置，分子計算に最適化された大型計算機，種々の先端的分子計測装置を整備・
強化し，それらを用いた分子システムの構造・機能・物性等の研究に対する高度な共同利用・共同研究を国際的に推進する。総合
的及び融合的な新分野として，協奏分子システム研究センターにおいて新たな機能を持つ分子システムを創成するとともに，その
機能解析のための新たな分子科学計測手法を開拓する共同研究拠点を形成する。また，共同利用機能を持続的かつ高いレベルで提
供するため，極端紫外光研究施設（UVSOR）の共同利用率を 85％に，分子シミュレータの共同利用率を 100％に維持する。【32】

（分野連携型センター）
　機構における新たな学問分野の創出を目指し，新分野の探査・萌芽促進・育成を担う新分野創成センター並びに国際的共同研究
拠点を目指すアストロバイオロジーセンター及び次世代生命科学センター（仮称）等を設置し，共同利用・共同研究，各種研究プ
ロジェクトの実施等に取り組む。また，岡崎３機関が共同運営する岡崎統合バイオサイエンスセンターについては，バイオネクス
トプロジェクト及びオリオンプロジェクトを推進してその機能を強化した上で，岡崎３機関の関連部門も含めた必要な組織改革を
行い，平成３０年度に創設する次世代生命科学センター（仮称）の中核組織として再編・統合する。【33】

（２）共同利用・共同研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置
① 自然科学共同利用・共同研究統括システム：NOUS（仮称）を構築し，大学の機能の強化への貢献度を把握するため，各機関
の IR機能の連携による機構全体の IR機能体制の整備を行う。【34】
② 自然科学大学間連携推進機構：NICA（仮称）を通じ，大学との緊密な連携の下に，天文学，核融合科学，分子科学，基礎生物
学，生理学の各分野における大学の研究力強化に貢献するため，平成３０年度までに，資源配分や支援内容の総合的な意見集約
のシステムを構築する。【35】

３　教育に関する目標を達成するための措置
（１）大学院等への教育協力に関する目標を達成するための措置
① 総合研究大学院大学（以下「総研大」という。）との連係協力に関する協定に基づき，また，機構長の経営協議会への参加，教
育担当理事のアドバイザリーボードへの参加等を通じて緊密に連係し，大学共同利用機関としての最先端の研究設備，各分野
の基礎研究を支える基盤的設備等の研究環境を活かし，世界の一線で活躍できる若手研究者を育成すると同時に，学術の広範
な知識を備え将来様々な分野で活躍するための総合的な能力及び高い研究倫理を大学院生に涵養する。そのため，下記の基盤
機関において，それぞれ特色ある大学院教育を実施する。
◆国立天文台（天文科学専攻）
◆核融合科学研究所（核融合科学専攻）
◆基礎生物学研究所（基礎生物学専攻）
◆生理学研究所（生理科学専攻）
◆分子科学研究所（構造分子科学専攻・機能分子科学専攻）【36】
② 全国の国公私立大学の大学院教育に寄与するため，特別共同利用研究員，連携大学院などの制度を通じて大学院教育を実施する。
【37】

（２）人材育成に関する目標を達成するための措置
① 総研大との密接な連係・協力によって，国内外より優秀な大学院生の受け入れを促進するとともに，国費の支援を受けた学生
以外の学生に対するリサーチアシスタント制度の適用率を 90％以上に維持する。
　海外の大学・研究機関と協定し，国際インターンシップなどにより，第３期中期目標期間において第２期を上回る学生，若
手研究者を受け入れる。また，総研大の学生及びこれに準じた体系的な教育プログラムを履修する学生は，学位取得までの間
に１回以上，海外での国際会議への参加又は研修を受けることとする。さらに，外国人留学生や若手研究者の就学，研究のサポー
ト体制を充実するため，英語による就学・研究活動に関する各種情報提供及び外部資金獲得に関する支援を行う。【38】
② 海外の学生，若手研究者に教育・研究の場を提供するため，サマー・ウィンタースクールなどの研修会・教育プログラム等を
毎年度５回以上実施する。また，中高生などの次世代の科学への関心を高めるため，毎年度５名程度，選考によって選んだ若
手研究者による公開講演会を行う。【39】
③ 世界トップレベルの研究機関への若手研究者の派遣や，30歳前後の若手研究者に独立した研究室を与える「若手独立フェロー
制度」や研究費助成を通じた若手研究者支援により，人材育成の取組を一層強化する。【40】

４　社会との連携及び社会貢献に関する目標を達成するための措置
① 機構及び各機関がそれぞれの地域などと協力して，出前授業，各種の理科・科学教室への講師派遣を行うなど，理科教育を通
して，国民へ科学の普及活動を強化するとともに，地域が求める教育研究活動に貢献する。【41】
② 社会人学び直しなどの生涯教育を通じた社会貢献を目的として，専門的技術獲得のためのトレーニングコースや，小中学校の
理科教員を対象とした最新の研究状況を講演するセミナーを実施する。【42】
③ 民間等との共同研究や受託研究等を受け入れるともに，最先端の研究成果や活用可能なコンテンツについて，産業界等との連
携を図り技術移転に努めるとともに，第３期中期目標期間終了時において，基礎的な自然科学が産業界のイノベーションに如
何に貢献したかに関する実績を取りまとめ，社会へ発信する。【43】

５　その他の目標を達成するための措置
（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置
① 機構長のリーダーシップの下，機構が締結した国際交流協定等に基づき，グローバル化の進展に対応した国際的拠点形成のた
めの研究者交流事業や国際共同事業を推進する。【44】
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② 各機関においては，各機関が締結した国際交流協定などに基づき，海外の主要研究拠点との研究者交流，共同研究，国際シン
ポジウム及び国際研究集会等をそれぞれ毎年度１回以上開催し，連携を強化する。【45】
③ 国内外の優秀な研究者を集め，国際的な研究機関として広い視点を取り込むため，外国人研究者の採用を促進し，外国人研究
者の割合を第３期中期目標期間終了時までに 8%に引き上げる。【46】

④ 国際間の研究交流を促進するため，及び第一線の国際的研究者の能力を活用するため，外国人研究者の招へいを６年間で約
20%増加させる。【47】

⑤ 機構の研究活動の国際的評価や国際共同事業等の推進のため，ネット会議等の利用を含めた国際的な会議・打合せの回数を６
年間で約 20%増加させる。【48】

⑥ 本機構のグローバリゼーションを推進するための基盤を整備するため，来訪外国人の要望にきめ細かく対応した外国人研究者
の宿泊施設の確保やサポートスタッフの拡充などを行う。【49】

（２）大学共同利用機関法人間の連携に関する目標を達成するための措置
　４大学共同利用機関法人間の連携を強化するため，大学共同利用機関法人機構長会議の下で，計画・評価，異分野融合・新分
野創成，事務連携などに関する検討を進める。特に，４機構連携による研究セミナー等の開催を通じて異分野融合を促進し，異
分野融合・新分野創成委員会において，その成果を検証して次世代の新分野について構想する。また，大学共同利用機関法人に
よる共同利用・共同研究の意義や得られた成果を４機構が連携して広く国民や社会に発信する。【50】

II 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
１　組織運営の改善に関する目標を達成するための措置
① 社会のニーズを的確に反映し，幅広い視点での自立的な運営改善に資するため，経営協議会及び教育研究評議会からの指摘事
項等への対応を１年以内に行うとともに，フォローアップを毎年度実施する。【51】
② 専門分野ごと又は境界領域・学際領域ごとに，外部評価における提言や外部の学識経験者からの指導・助言に基づき，指摘か
ら１年以内に，研究活動計画，共同利用・共同研究等における重要事項の改善を行う。【52】
③ 機構長のリーダーシップの下で機構の強みや特色を生かし，教育，研究，社会貢献の機能を最大化できるよう，権限と責任が
一致した意思決定システムの確立や，法人運営組織の役割分担を明確化するとともに，新たに対応が求められる事案については，
担当理事を明確化する。また機構長を補佐する体制の強化を図る。【53】
④ 監事機能の強化を図るとともに，サポート体制を強化するため，監事が機構長選考方法や法人内部の意思決定システムをはじ
めとした法人のガバナンス体制等についても監査するとともに，内部監査組織と連携する。【54】
⑤ 優秀な若手・外国人の増員や研究者の流動性向上などにより教育研究の活性化を図るため，クロスアポイントメントを含む混
合給与及び研究教育職員における年俸制の活用による人事・給与システムの弾力化に取り組む。特に，年俸制については，業
績評価体制を明確化し，退職手当に係る運営費交付金の積算対象となる研究教育職員について年俸制導入等に関する計画に基
づき促進し，年俸制職員の割合を第３期中期目標期間終了時までに全研究教育職員の 25%以上に引き上げる。また，若手研究
者の割合は，第３期中期目標期間中において全研究教育職員の 35%程度を維持する。【55】
⑥ 職員の研究に対するインセンティブを高めるため，職員の適切な人事評価を毎年度行い，問題点の把握や評価結果に応じた処
遇を行う。また，URA（University Research Administrator）などの高度な専門性を有する者等，多様な人材の確保と，そのキャ
リアパスの確立を図るため，URAと研究教育職員等との相互異動など多様な雇用形態のロールモデルを構築する。【56】

⑦ 技術職員，事務職員の資質と専門的能力の向上を図るため，職能開発，研修内容を充実するとともに，自己啓発の促進並びに
研究発表会，研修等への積極的な参加を促す。事務職員については，機構全体を対象として，各役職・業務に応じた研修を毎
年度５回以上実施する。【57】
⑧ 女性研究者を積極的に採用し，女性研究者の割合を第３期中期目標期間終了時までに 13%に引き上げる。また，新たな男女共
同参画推進アクションプログラムを設定・実行することにより，男女共同参画の環境を整備・強化する。さらに，出産，育児，
介護支援など様々なライフステージにおいて柔軟な就労制度を構築する。【58】

２　教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
① 各分野の研究動向の詳細な把握の上で，機構長のリーダーシップの下，機構長を議長とした研究基盤戦略会議において，機能
強化及び資源の再配分の方針の策定を行うとともに，新たな組織の運営の評価を行い，機能強化を強力に推進する。【59】
② 研究基盤戦略会議における機能強化の方針，資源の再配分を始めとした組織改革の方針に基づき，各機関等において，教育研
究組織の再編・改革等を行う。【60】

３　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
　事務局と各機関及び他機構の事務部門との連携を強化し，事務の共同実施等による事務処理の効率化を進める。また，テレビ会
議システムによる会議開催を促進し，機構内会議に占めるテレビ会議の比率を，前年度比１以上とする。さらに，経費の節減と事
務等の合理化を図るため，第３期中期目標期間終了時までに，すべての機構内会議においてペーパーレス化を導入する。【61】

III 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１　外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置
　外部研究資金の募集等の情報を広く収集し，周知を徹底することにより，応募，申請を促し，受託研究等収入，共同研究等収入，
寄附金収入，科学研究費助成事業収入など多様な収入源を確保する。【62】

２　経費の抑制に関する目標を達成するための措置
　人件費以外の経費について，増減要因の分析を踏まえ，毎年度，経費の節約方策を定める。また，不使用時の消灯やペーパーレ
スなど経費の節減に関する教職員の意識改革を行う。さらに，各機関や他大学等の節約方法に関する情報の共有化を通じ，経費の
削減につなげる。【63】

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
① 固定資産について，各機関の使用責任者による実地検査を行い，６年間ですべての資産の実地検査を行う。また，資産管理部
署においても使用状況を定期的に検証し，利用率の低い資産や所期の目的を達した資産については，機構全体的な観点から活
用方策を検討するなど，資産の不断の見直しを行う。【64】
② 機構直轄管理の施設の運用促進に取り組むとともに，これまでの運用状況を踏まえ，将来に向けた運用計画を検討し，平成３０
年度までに，運用継続の可否を含めた結論を得る。【65】



342　資料

IV 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置
１　評価の充実に関する目標を達成するための措置
① 国際的見地から研究体制及び共同利用・共同研究体制について，様々な機構外の者の意見を反映させ，定期的に自己点検及び
外部評価等を実施し，その結果を広く公開するとともに，当該意見に応じて見直しを行う。【66】
② 本機構の業務運営を改善するため，各機関の IR機能の連携により機構全体の IR機能を強化するとともに，平成３０年度に機構
全体の自己点検及び外部評価等を実施し，その結果を広く公開する。【67】

２　情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置
　機構シンポジウムを毎年度２回実施するとともに，ホームページ，プレスリリース，定期刊行物などの充実や，一般公開の実施
を通して，本機構の研究を含む諸活動の状況を，積極的に社会に発信する。特に，国際化の観点から，英文のホームページを更に
充実させ，そのアクセス数を増やすとともに，海外へのプレスリリース件数を６年間で 20%増加するなど，多様な伝達手段を活用し，
海外への情報発信をより積極的に行う。【68】

V その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１　施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置
① グローバル化の推進やイノベーションの創出など教育研究の質の向上の観点から，国の財政措置の状況を踏まえ，キャンパス
マスタープランの年次計画に沿った研究施設・設備等の充実を図る。【69】
② 施設マネジメントポリシーの点検・評価に基づき，重点的かつ計画的な整備を進め，施設整備の見直しを毎年度実施し，施設
の効率的かつ効果的な活用を図る。【70】
③ 施設・設備の安全性・信頼性を確保し，所要の機能を長期間安定して発揮するため，計画的な維持・保全を行う。【71】

２　安全管理に関する目標を達成するための措置
① 施設・設備及び機器の安全管理，教育研究及び職場環境の保全並びに毒物劇物，放射性同位元素，実験動物，遺伝子組み換え
生物等の適正な管理を行うため，既存の安全管理・危機管理体制を検証し，体制の見直しを行う。また，関係行政機関との防
災に係る相互協力体制を確立させ，毎年度，連携した訓練を行う。【72】
② 職員の過重労働及びそれに起因する労働災害を防止するため，労働災害の要因調査・分析を行うとともに，メンタルヘルスケ
アのためのストレスチェック及び講習会を毎年度実施する。【73】
③ 情報システムや重要な情報資産への不正アクセスなどに対する十分なセキュリティ対策を行うとともに，セキュリティに関す
る啓発を行う。また，本機構のセキュリティポリシーや規則などを毎年度見直し，それらを確実に実行する。【74】

３　法令遵守等に関する目標を達成するための措置
① 職員就業規則などの内部規則の遵守を徹底するため，幹部職員を含む全職員を対象とした服務規律やハラスメント等に関する
研修を毎年度実施する。【75】
② 研究活動における不正行為及び研究費の不正使用を防止するため，組織の管理責任体制を明確化し，eラーニングによる研究
倫理教育，各種啓発活動の実施，競争的資金等の不正使用防止に係るコンプライアンス教育等を毎年度実施するとともに，そ
の効果を定期的に検証し，実効性を高める。【76】
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9-15　大学共同利用機関法人自然科学研究機構年度計画（平成 31年度）
（VI 以降を省略）

I 研究機構の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
１ 研究に関する目標を達成するための措置
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置
【1】大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「本機構」という。）は，天文学，核融合科学，分子科学，基礎生物学，生
理学の各分野（以下「各分野」という。）における拠点的研究機関（以下「機関」という。）の役割と機能を更に充実させ，
国際的に高い水準の研究成果を上げる。

・  【1‒1】大学共同利用機関法人自然科学研究機構（以下「本機構」という。）は，天文学，核融合科学，分子科学，基礎生物学，
生理学の各分野（以下「各分野」という。）における拠点的研究機関（以下「機関」という。）において，その役割と機能を更
に充実させ，以下の各計画のように，国際的に高い水準の学術研究を進める。

・  【1‒2】研究力強化戦略会議の下に，機構本部に設置した研究力強化推進本部と各機関に設置した研究力強化戦略室が連携し，
平成２９年度に掲げた研究力強化の将来構想に沿った活動を引き続き推進する。具体的には，将来構想において４つの柱として
掲げた①国際的先端研究の推進支援，②国内の共同利用・共同研究の推進支援，③国内外への情報発信・広報力強化，④若手・
女性・外国人研究者の支援に加え，IRによる戦略立案，「研究大学コンソーシアム」の活動の充実を進め，機構及び大学の研究
力強化に寄与する。
【2】アストロバイオロジーセンターにおいて，第一線の外国人研究者の招へい，若手研究者の海外派遣に取り組むとともに，大
学等と連携して国際的かつ先端的な共同利用・共同研究を推進し，当該分野の国際的研究拠点を形成する。（戦略性が高く意
欲的な計画）

・  【2‒1】太陽系外惑星の探査，大気の観測・分析，生命探査装置の開発のために，世界的にも第一人者である招へい外国人研究
者を継続雇用する。また，当該外国人研究者等を窓口とした新たな外国人研究者及び海外アストロバイオロジー研究機関との
交流，センター若手研究者の海外研究所，観測所，国際研究会への派遣を引き続き行い，連携基盤を形成し，宇宙生命探査の
国際的研究拠点形成を推進する。

・  【2‒2】系外惑星及び宇宙生命のための連携拠点を国内の大学に設けるとともに，NASAアストロバイオロジー研究所，ワシン
トン大学，アリゾナ大学，マックスプランク研究所のほか，新たにカリフォルニア工科大学等とも連携した国際的研究拠点形
成を引き続き進める。
【3】機関の枠を超え，異分野連携による新分野の創成を恒常的に担う新分野創成センターにおいて，新分野の萌芽促進及び分野
間連携研究プロジェクト等を通じた次世代の学問分野の育成を行う。また，既存のブレインサイエンス研究分野及びイメー
ジングサイエンス研究分野を融合発展させた次世代生命科学センター（仮称）を平成３０年度に創設する。併せて，機構の５
機関による機関間連携ネットワークによる共同利用・共同研究事業を推進し，新分野の萌芽を見出だす基盤を整備するとと
もに，新たな研究者コミュニティの形成を促す。

・  【3‒1】新分野創成センターに平成３０年度に設置した「先端光科学研究分野」及び「プラズマバイオ研究分野」において，異
分野融合研究を推進するとともに，新分野探査室において，新分野の創成に向けた検討を継続して実施する。

・  【3‒2】平成３０年度に創設した「生命創成探究センター」において，研究体制の強化を図りつつ，生命科学の幅広い分野にま
たがる融合研究を展開し，その活動を発展させる。

・  【3‒3】機構の各機関によるネットワーク型研究加速事業において，機関間連携による共同研究を推進するとともに，人材育成
に関するプログラムや研修会の実施等に取り組む。

　各分野の特記事項を以下に示す。
（国立天文台）
【4】すばる望遠鏡及び超広視野主焦点カメラ（HSC）を用いて，従来の約 10倍の天域にわたって遠方宇宙を探査することにより，
天体の形成過程や宇宙の大規模構造の起源についての研究を推進する。また，太陽系及び太陽系外の惑星形成領域を観測す
るための装置（分光器，撮像器等）を開発し，惑星の形成過程や，太陽系外惑星の性質についての研究を推進する。第３期
中期目標期間終了時までに，次世代観測装置として超広視野主焦点分光器を東京大学等と共同で開発し，初期宇宙，銀河の
進化，暗黒物質，暗黒エネルギー等の研究を推進する。

・  【4‒1】すばる望遠鏡及びその主力観測装置である超広視野主焦点カメラ（HSC）を安定して運用し，戦略枠プログラムをはじ
めとした共同利用観測を推進する。HSCの戦略枠プログラム等のデータ解析・配信については引き続き天文データセンターと
ハワイ観測所が協力して行う。また，すばる望遠鏡の特長を活かす，超広視野主焦点分光器（PFS）については，装置受入れの
ための望遠鏡・ドームの改修，装置部品の搬入を引き続き進める。PFSの運用に向けて国内外の研究機関と協力してソフトウェ
ア等の検討開発も行う。さらに，すばる望遠鏡の国際共同運用に向けて海外機関との協議を進める。その一環として，国際共
同運用の骨子作りを行う。
【5】アジア，北米，欧州の国際共同科学事業であるアタカマ大型ミリ波サブミリ波干渉計（アルマ望遠鏡）を用いて，太陽系外
の惑星形成や銀河形成の解明に取り組むとともに，生命の起源に関する様々な物質の探査を行う。アルマ望遠鏡の運用継続
のため国際分担責任を果たすとともに，第３期中期目標期間終了時までに，次世代のバンド１受信機 66台の組立てを完了する。

・  【5‒1】アルマ望遠鏡の運用・保守の国際的責務を果たし，アルマ望遠鏡の本格運用（共同利用観測）を継続する。日本の国際
貢献分に応じて引き続き観測時間を確保し，運営への参加を強化するとともに，アジア地域の中核機関としてユーザーコミュ
ニティとの連携を維持・強化し，高い研究成果を上げる。また，アルマの更なる機能拡張のための基礎開発として，新規受信
機の国際共同研究開発を継続する。東アジア・アルマ地域センターと天文データセンターの協力の下，アルマ望遠鏡のデータ
利用者のための解析環境を維持する。７月２日の南米での皆既日食に伴い各国からチリに来る市民を対象に，施設見学会を行う。
【6】日米中印加の国際共同事業である 30m光学赤外線望遠鏡（TMT）の建設を推進し，日本の役割として望遠鏡本体構造の製作，
主鏡分割鏡の製造及び一部研磨加工，第一期観測装置の製作を行う。

・  【6‒1】30m光学赤外線望遠鏡（TMT）計画で，日本が分担している望遠鏡本体構造の製造図面作成を継続し，材料調達に着手
する。また，主鏡分割鏡材を 18枚以上製作するとともに，研磨加工，外形加工，支持機構への搭載を実施する。第一期観測装
置 IRIS撮像系の詳細設計・関連する開発を推進する。TMTの建設を担う TMT国際天文台の共通経費を分担し，現地建設作業
を推進するとともに，国際協力で科学研究や観測装置計画の検討を進める。運用期に向けた大学共同利用・共同研究の準備と
して，すばる望遠鏡との一体運用に向けた検討も進める。
【7】大型望遠鏡，次世代観測装置，超高速計算機等の開発研究，整備及び運用を行い，科学技術の発展向上に寄与する。このた
め全国の大学等と先端的開発研究を進める。

・  【7‒1】先端技術センターにおいて，全国の大学等と共同し，KAGRAに必要な機器のインストール完了及び，KAGRAの観測
運転開始に貢献する。また，観測運転後のアップグレードにむけ，防振系，補助光学系をはじめとした様々な装置の開発・検
討を進める。

・  【7‒2】 平成３１年度中に重力波の国際共同観測へ参加することを目指して，KAGRAの運転性能の検証作業を東京大学宇宙線研究
所や高エネルギー加速器研究機構等の各機関と協力して進める。
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・  【7‒3】天文シミュレーション用の演算加速器として汎用グラフィックプロセッシングユニット（GPU）を用いた並列計算機シ
ステム開発の検討を始める。併せて，GPUに最適化したシミュレーションコードの開発に着手する。
【8】地上からの天文学（地上に設置した望遠鏡やスーパーコンピュータを用いた研究）の推進を軸として，将来の観測装置開発
のための基礎的技術研究を推進し，新たな科学技術の基盤の創成に寄与する。

・  【8‒1】位置天文観測衛星計画では，超小型衛星の「Nano-JASMINE」に関して，打ち上げに備えた準備を継続する。また，よ
り大きなサイズの衛星計画である「小型 JASMINE」に関しては，JAXA宇宙科学研究所のミッション定義フェーズにあるが，
そのフェーズで必要な仕様の検討と技術実証実験等を行い，JAXA公募型小型計画・宇宙科学ミッションとしての実現に向けて
準備を進める。

・  【8‒2】小惑星探査機「はやぶさ２」について，平成３１年度の小惑星リュウグウ近傍観測においてレーザー高度計（LIDAR）
の運用，データ取得，データ解析を行い，衝突実験と２回目以降のタッチダウンによる試料採取，後期運用を支援する。木星
系探査機「JUICE」搭載レーザー高度計（GALA）と火星サンプルリターン計画（MMX）のサイエンスについて検討する。

・  【8‒3】太陽観測衛星「ひので」の科学運用を宇宙航空研究開発機構（JAXA）と協力して継続し，他の飛翔体・地上設備との
共同観測・共同研究を奨励して，太陽活動現象・周期活動に関する新たな研究成果を得る。科学衛星や観測ロケット等の飛翔
体を使用した新たな太陽観測計画の実現に向けて，計画案の策定と基礎開発研究を進める。次期太陽観測衛星計画（SOLAR-C_
EUVST）については，国際協力体制の構築に努めながら，JAXA公募型小型計画・宇宙科学ミッションとしての実現に向けて
準備を進める。

・  【8‒4】平成３０年度に導入した世界最速の天文学専用スーパーコンピュータ「アテルイ II」を中心とする共同利用計算機シス
テムを安定に運用し，日本全国の研究者の共同利用に供する。同時に大規模シミュレーション用ハードウェア・ソフトウェア
の研究・開発を通じ，シミュレーション天文学拠点として優れた成果を上げる。計算基礎科学連携拠点や HPCIコンソーシアム
での活動を通し，日本の数値天文学コミュニティの意見集約窓口としての役目を果たす。また，４次元デジタル宇宙（4D2U）
プロジェクトの活動を継続し，研究成果を社会に還元する。
【9】東アジア地域の大学・天文学研究機関との連携を強化するため，東アジア天文台の運用（望遠鏡の共同運用）や若手研究者
の育成（研究員の受入れ等）を共同で行う。

・  【9‒1】引き続き米国ハワイ島にある東アジア天文台（EAO）の運用を東アジア中核天文台連合（EACOA）加盟天文台・研究
所と協力して行う。また，若手研究者の育成を目指した EAO fellowship（東アジア天文台博士研究員給費制度）を継続し，
EACOA加盟天文台・研究所のみならず，ハワイにおける研究活動も支援する。

（核融合科学研究所）
【10】ヘリカル方式の物理及び工学の体系化と環状プラズマの総合的理解に向けて，大型ヘリカル装置（LHD）の更なる性能向
上を目指し，プラズマ制御，加熱及び計測機器，並びに安全管理設備の整備を進めて，重水素実験を実施する。これにより，
第３期中期目標期間終了時までに，イオン温度 1億 2,000万度を達成し，核融合炉に外挿可能な超高性能プラズマを実現する。
また，重水素放電におけるイオンの内部輸送障壁形成や粒子リサイクリング特性等に関する水素同位体効果を，共同研究を
基盤とする学術研究により検証する。

・  【10‒1】大型ヘリカル装置（LHD）における重水素実験で取得したデータの解析を行い，加熱方法や粒子制御法の最適化を進
める。電子サイクロトロン共鳴加熱（ECH）装置の制御システムを高性能化し，イオン温度とともに電子温度も同時に高温と
なる超高性能プラズマを実現する。同位体効果や，高エネルギー粒子の挙動を解明するために，温度・密度・電位分布とその
揺動計測を高度化する。また，今後予定されている長時間放電に対応するための加熱機器を整備する。
【11】プラズマシミュレータ（スーパーコンピュータシステム）を有効活用して，数値実験炉の構築に向けたコアプラズマから
周辺プラズマ・プラズマ対向壁までを含むシミュレーションコードの整備・拡張・高精度化及び統合化のための研究を進め
るとともに，平成３１年度中において，プラズマシミュレータの性能を現行機種と比べて４倍以上に向上させ，それに対応し
た各種３次元コードの最適化を行う。また，平成３１年度までに，コアプラズマにおける乱流輸送のモデル化と統合輸送コー
ドへの組み込み，第３期中期目標期間終了時までに，各種輸送コードに複数イオン種効果を取り込む。さらに，第３期中期
目標期間終了時までに，タングステンを中心とするプラズマ対向材の物性値評価に必要であるプログラミングの改善や新た
なモデルの構築により分子動力学的シミュレーション技法を開発する。並行して，上記目標を達成するための支援研究として，
LHDプラズマを始めとする磁場閉じ込めプラズマの３次元平衡，輸送，不安定性，非線形発展についての実験結果との照合
によりコードの完成度を高めるとともに，関連する基礎物理等に関するシミュレーション研究を行う。

・  【11‒1】数値実験炉の構築に向けて，①コアプラズマから周辺プラズマ・プラズマ対向壁までを含むシミュレーションコード
群や使用する物理モデル群の整備・拡張，②高エネルギー粒子・MHD連結シミュレーション解析の高度化，③複数輸送コード
の結合による周辺プラズマ輸送解析，④重水素実験との連携による水素同位体及び複数イオン種等の効果の解析，⑤コアプラ
ズマにおける乱流輸送のモデルの拡張と統合輸送コードへの組み込み，を進める。さらに，上記計画の支援研究として，LHD
プラズマをはじめとする磁場閉じ込めプラズマの３次元平衡，輸送，不安定性，非線形発展シミュレーション及び関連する基
礎物理，データ可視化等に関する研究を行う。
【12】核融合炉の早期実現を目指し，平成２８年度でヘリカル炉の概念設計をまとめ，各開発課題の数値目標を具体化する。炉設
計の精密化の推進，それと連動した基幹機器の高性能化と高信頼性，規格基準の確立に向けた開発研究を推進することにより，
第３期中期目標期間終了時までに，大型高磁場超伝導マグネットと先進ブランケットシステムの実規模試作の工学設計をま
とめるとともに，ヘリカル炉に向けた学術研究ロードマップを報告書にまとめる。並行して，第２期で立ち上げた大型設備
である「熱・物質流動ループ」や「大口径強磁場導体試験装置」等の拡充と拠点化による国内外との共同研究の機能強化，
及び規格・基準構築に向けての知見の集積化による核融合工学の体系化と学際研究への寄与を図るとともに，関連技術の産
業界への展開・促進を図る。

・  【12‒1】核融合炉の早期実現を目指し，先進的な概念を取り入れつつ，ヘリカル炉の基本設計の改良を段階的に推進する。炉
設計研究と要素技術開発研究のリンクの強化を進めながら，①「大口径強磁場導体試験装置」を用いた先進高温超伝導導体試験，
②「熱・物質流動ループ」を用いた液体増殖材システムの強磁場下伝熱特性試験，③バナジウム合金，銅合金など高性能材料
の改良と機能評価，④超高熱流機器試験体の高性能化・大型化と寿命評価，を重点的に推進する。さらに，第２期で立ち上げ
た大型試験設備等による共同研究の機能強化，他分野や産業界との連携等を引き続き促進する。これらに基づいて，ヘリカル
炉の実現に向けた学術研究ロードマップの骨子をまとめる。

（基礎生物学研究所）
【13】多様な生物現象の基本原理を解明するために，最先端解析技術を用いて，細胞の構造・機能，発生・分化，神経系の働き
や行動の制御，共生，進化，外部環境に対する応答等の機構を研究する。遺伝子やタンパク質解析技術や多様な先端顕微鏡
によるバイオイメージング技術の高度化を進め，分子から個体レベルで統合的に解明することによって，世界を先導する独
創的な生物学研究を推進する。

・  【13‒1】細胞の分化・増殖機構，発生現象を司るメカニズム，新規で多様な形質や共生系の進化，外部環境への適応や恒常性
の維持等，生物現象の基盤を成すメカニズムの解明を進める。そのために，遺伝子の機能，細胞のふるまい，エネルギー受容，
生物間共生の機構などについて，バイオイメージング，光操作技術，大規模遺伝子解析，バイオインフォマティクス，画像解
析などの最先端研究手法を用いることによって，定量的かつ統合的な生命現象の解析を行う。
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【14】社会性や共生といった高次な生物現象を研究するために適した数種の新規生物種の繁殖及び遺伝子改変技術を確立し，生
物資源を充実させる。

・  【14‒1】新規モデル生物の開発に関して，大学等と共同利用・共同研究を実施し，繁殖・飼育技術の確立，遺伝子情報の整備
を進める。開発が進んでいるイベリアトゲイモリについては，遺伝子改変技術の高度化とトランスクリプトームデータの精度
向上を実施し，情報発信を行う。
【15】バイオイメージング関連施設の国内ネットワークの構築，欧米を含む国際ネットワークへの参加を第３期中期目標期間終
了時までに実現する。

・  【15‒1】画像取得・解析手法の提供までを含めた，バイオイメージング研究の統合支援体制を通して，国内研究者の支援を推
進するとともに，九州，四国地区の研究者が参加しやすいよう，毎年岡崎で開催している画像解析トレーニングコースを熊本
大学で開催する。昨年度，正式に参加することとなった国際バイオイメージングネットワーク（GBI）との連携を強化する。

（生理学研究所）
【16】生体の働きを担う機能分子の構造と動作・制御メカニズム及び細胞機能への統合，代謝調節・循環調節等の動的適応性の
遺伝子・分子・細胞的基盤，循環や脳神経情報処理機構の構造的及び分子・細胞的基盤等の解明を目的とする研究を行うと
ともに，これらの病態への関わりを研究する。

・  【16‒1】生体機能分子の構造と作動機構及び細胞における役割の解明を目指す研究を進める。特に，イオンチャネルの機能調
節機構，及び，細胞間結合の構造と機能に関する新規分子基盤について明らかにする。

・  【16‒2】代謝調節，循環調節及び神経情報処理の，動的側面と分子細胞機構の解明を目指す研究を進める。特に，味覚調節の
神経基盤や，グリア細胞の脳内血管保護作用のメカニズムについて明らかにする。
【17】認知・行動・感覚などの高次脳機能の脳内メカニズム，心理現象のメカニズムや社会的行動等の神経科学的基盤の解明に
迫る。そのための革新的脳情報抽出手法及び神経活動やネットワーク機能の操作手法の導入・改良を行う。

・  【17‒1】認知・行動・感覚などの高次脳機能の脳内メカニズム，心理現象のメカニズムや社会的行動等の神経科学的基盤の解
明を目指す研究を進める。特に，ヒトの３次元形状知覚の計算モデルや，二名のヒトが相互協力している際の脳内機構に関す
る研究などに取り組む。

・  【17‒2】革新的脳情報抽出手法及び神経活動やネットワーク機能の操作手法の改良に向け，大量の連続する電子顕微鏡画像デー
タセットの自動３次元再構築処理システムを導入する。また，新規高効率遺伝子導入ウイルスベクターシステムの開発を行う。
【18】脳－人体の働きとそのしくみについて，分子から個体を統合する空間的・時間的関連，及び多臓器連関の統合的理解のため，

7テスラ超高磁場MRIによるイメージング等の生体情報計測技術の高度化を行う。また，新規パラメータの取得法や，大規
模データ解析法の開発を行う。

・  【18‒1】脳－人体の働きとそのしくみについて，分子から個体を統合する空間的・時間的関連，及び多臓器連関の統合的理解
を目指す研究を進める。特に，7テスラ超高磁場MRIの高い空間解像度と信号雑音比を活用し，社会性に関連の深い脳領域を
対象に，個人レベルでの機能及び構造的結合性マップを取得する。

（分子科学研究所）
【19】量子力学，統計力学，分子シミュレーション等の理論的・計算化学的方法により，小分子系から生体分子，ナノ物質など
の高次複雑分子系に至る様々な分子システムの構造・性質とその起源を解明するとともに，新たな機能開拓に向けた研究を
行う。

・  【19‒1】理論・計算分子科学研究領域と協奏分子システム研究センターが連携し，量子力学，統計力学，電子状態計算，分子
シミュレーション等の理論・計算科学的研究により，機能性分子，タンパク質などの様々な分子システムの電子状態や構造な
どを解析し光物性や機能の発現機構を解明する。また，生命システムの機能を階層構造の観点から詳しく解析し，その結果を
基に，優れた機能を有する分子システムを設計する。
【20】光分子科学の新たな展開を可能とする様々な波長域や高強度の光・電磁波を得るための高度な光源の開発及び先端的な分
光法の開発を行うとともに，分子システムに内在する相互作用と高次機能発現機構の解明や高次機能と動的挙動の光制御に
関する研究を行う。

・  【20‒1】光分子科学研究領域とメゾスコピック計測研究センターが連携し，先端的な光源や光計測・制御法の開発を行い，開
発した計測，制御法を用いた以下の研究を行う。光格子中の極低温原子結晶における強相関多体ダイナミクスの研究，ナノ構
造物質のキラル光学特性，光操作の実験研究及び解析を継続するとともに，特徴ある先端的なレーザー光源の生命科学等への
応用，更に社会実装に向けた取り組みを行う。また，放射光分光による超伝導物質，有機分子積層膜，溶液，固液界面などの
局所電子構造の研究を継続する。
【21】多様な分子計測法を駆使して金属錯体，ナノ物質，生体分子とそのモデル系が示す高次機能や協同現象に対する分子レベ
ルの機構解明に関する研究を行うとともに，新規な電気的・磁気的・光学的特性や高効率な物質変換・エネルギー変換を目
的とした新たな分子物質や化学反応系の設計・開発を行う。

・  【21‒1】物質分子科学研究領域と協奏分子システム研究センターの連携により，有機太陽電池素子・有機 FET素子・機能性有
機無機化合物・光触媒・磁性薄膜などの創成・開発，及びこれらの分子性物質や生体関連物質・燃料電池・蓄電池・センサー
などの新規機能物性探索と特性向上，さらには機能解析のための新規物性計測手法開発を行う。

 また，生命・錯体分子科学研究領域と特別研究部門の連携により，金属錯体・有機触媒及び生体分子複合体の高次構造・動態・
機能の基盤研究，展開研究を行う。特に，機能活性中心分子とこれら分子が機能発現する反応場との統合的な基礎学理探求を
基盤とし，新しい物質輸送，エネルギー変換，物質変換などを司る機能性分子システムの設計・創製を推進する。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置
【22】学術研究推進の基本である各研究者の自由な発想による挑戦的な研究活動を促進するため，新たな方向性を探る研究や学
際的研究を推進する研究グループの形成支援，若手研究者の支援，競争的資金の獲得支援，国際的環境の整備等を強化する。

・  【22‒1】各機関・センターにおいて，機関内の個々の研究者が応募できる研究推進経費の充実や研究進捗状況の審査を踏まえ
た若手研究者への研究経費助成等を行うとともに，機構本部において，若手研究者による分野間連携研究プロジェクト，分野
融合型共同研究事業，戦略的国際研究交流加速事業等を継続し，個人の自由な発想に基づく学術研究等を進展させ，併せて外
部の競争的資金獲得に向けた情報収集・応募書類作成補助等の支援を行う。
【23】該当する各機関が行う大型プロジェクトに関しては，プロジェクトを適切に推進するための体制構築及びその不断の点検
を実施するとともに，リーダーやプロジェクトマネージャーなど推進体制を見直す。また，プロジェクトの達成目標に関し，
研究者コミュニティの意見を踏まえ，各機関の運営会議等において迅速且つ適切な意思決定を行う。また，プロジェクトの
推進に当たっては，立地する地元自治体や地元住民の理解を得て進めることが必要不可欠であることから，市民との懇談会
や地元自治体との密な協議を通したリスクコミュニケーションを着実に実施する。

・  【23‒1】各機関の進めるプロジェクトの特性に応じ，研究者コミュニティの意見を反映させつつ，研究推進体制の見直しを行う。
国立天文台では，大型プロジェクトに関して外部委員を含めた科学戦略委員会での議論を継続し，プロジェクト間の連携も含め，
柔軟な組織運営を推進する。核融合科学研究所では，大型ヘリカル装置計画プロジェクトについて，国際的な研究ネットワー
クを活用し，研究課題の募集段階から，より効果的・効率的な実験計画の策定が可能な体制を整える。
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・  【23‒2】プロジェクトの達成に関し，該当機関の運営会議等において進捗報告を行い，研究者コミュニティの意見も踏まえつつ，
その推進について迅速かつ適切な意思決定を行う。

・  【23‒3】これまで行ってきた市民との懇談会など地元住民等との情報共有を引き続き行い，培ってきた信頼関係を維持すると
ともに，適切なリスクコミュニケーションを図る。特に，国立天文台では，平成３０年度に台外委員を含めて新たに設置した科
学諮問委員会を定期的に開催し，そこでの議論も反映させながら事業を推進する。核融合科学研究所では，LHDにおける重水
素実験の遂行にあたり，引き続き，実験内容や安全管理状況等に関する情報を地元住民等と密に共有し，リスクコミュニケーショ
ンに努める。
【24】アストロバイオロジーセンターにおいては，系外惑星探査，宇宙生命探査，装置開発の各プロジェクト推進のために，海
外機関から最先端の研究者を招へいするなど，国内外の第一線の研究者の配置及び研究支援体制の構築により，国際的かつ
先端的な研究を推進できる体制を整備する。当該研究拠点の外国人研究者の割合を，第３期中期目標期間終了時までに 20%
以上とする。新分野創成センターにおいては，恒常的な新分野の萌芽促進及び育成の仕組みを整備する。また，既存の研究
分野について，新たな学問動向を踏まえて融合発展を図る等の見直しを行うことができる体制を整備する。（戦略性が高く意
欲的な計画）

・  【24‒1】系外惑星探査プロジェクト室，宇宙生命探査プロジェクト室，アストロバイオロジー装置開発室の全てに外国人教員
をクロスアポイントメントを含む混合給与で雇用し，併せて３室全てに准教授クラスの室長を配置し，アストロバイオロジー
分野のより強固な研究基盤を形成する。また，３室の連携を推進するための特任教員，研究者を採用し，組織の拡充を図る。

・  【24‒2】系外惑星探査プロジェクト室では，すばる望遠鏡，NASA/TESS宇宙望遠鏡等を用いた太陽近傍の地球型惑星探査を本
格的に推進する。宇宙生命探査プロジェクト室では，系外惑星における光合成を含む惑星大気の研究を推進する。アストロバ
イオロジー装置開発室では，ハビタブル地球型惑星観測装置に関連するコロナグラフ及び超補償光学の開発研究を継続し，観
測装置の設計と基礎開発を推進する。

・  【24‒3】新分野創成センターに平成３０年度に設置した「先端光科学研究分野」及び「プラズマバイオ研究分野」について，恒
常的に異分野融合研究を推進する。プラズマバイオ研究分野では名古屋大学・九州大学と共に設立したコンソーシアムの運営
を行い，共同研究を推進する。機構の各機関の研究者で構成する新分野探査室において，引き続き新たな学問動向や融合発展
に関する検討を継続する。

２　共同利用・共同研究に関する目標を達成するための措置
（１）共同利用・共同研究の内容・水準に関する目標を達成するための措置
【25】各機関の我が国における各研究分野のナショナルセンターとしての役割を踏まえ，国際的かつ先端的な共同利用・共同研
究を推進し，一層の機能強化につなげる。公募型の共同利用・共同研究については，申請から審査，採択，成果報告・公表，
分析に至るまでを統合的に管理する自然科学共同利用・共同研究統括システム（NINS Open Use System：NOUS）（仮称）の
基盤を平成３１年度までに整備し，第３期中期目標期間終了時までに共同利用・共同研究の成果内容・水準を把握するととも
に，大学の機能強化への貢献度を明らかにする。（戦略性が高く意欲的な計画）

・  【25‒1】各機関の研究施設の高性能化・高機能化を進め，より国際的に水準の高い共同利用・共同研究を推進する。
・  【25‒2】自然科学共同利用・共同研究統括システム（NOUS）における適用分野の更なる拡大を図り基盤整備を完了させるとと
もに，本格運用に向けた試行・開発を引き続き実施する。さらに，IR機能に係る開発を進める。
【26】自然科学大学間連携推進機構（NINS Interuniversity Cooperative Association：NICA）（仮称）を構築し，各機関における個別
の大学間連携を集約し，より広くかつ柔軟に大学の研究力強化を推進する。

・  【26‒1】平成２８年度に立ち上げた自然科学大学間連携推進機構（NICA）協議会の場を活用して，参画大学の意見を踏まえた
分野別研究ネットワークの充実を図るとともに，大学間連携による各大学の研究力強化に向けた取組について検討し，人材育
成プログラム等の具体的な活動を試行的に実施する。
【27】頭脳循環拠点の機能を強化し，優秀な若手研究者の育成と活発な人材交流を通して新たな分野を大学で展開させるなど，
大学の機能強化に貢献する。

・  【27‒1】各機関・センターにおいて，クロスアポイントメント制度やサバティカル制度を活用し，積極的な人材育成，研究の
活性化等を図る。また，萌芽的分野を育成するために若手研究者を大学等から採用し，育成した人材を大学に輩出することで
新たな分野の拡大を図り，大学及び機構の機能強化に資する。

　各分野の特記事項を以下に示す。
（国立天文台）
【28】天文学分野において，研究者コミュニティの意見をとりまとめ，その総意に基づいて，大型研究基盤施設及び設備の建設・
開発・運用を行うとともに，国内観測拠点の整理・統合を進める。アルマ望遠鏡の使用に関する東アジア地域の窓口機関と
して，日本を含む東アジア地域の研究者に対し，観測提案の準備，観測データ解析，論文化等の支援を行う。自然科学大学
間連携推進機構（仮称）の一環として，光学赤外線分野及び電波 VLBI分野等における大学間連携を促進し，全国の大学等及
び海外の研究機関等が保有する観測装置を連携させた共同利用・共同研究システムを構築するなど，大学等における天文学・
宇宙物理学の発展に貢献する。さらに，共同利用機能を持続的かつ高いレベルで提供するため，すばる望遠鏡の共同利用率
を 90%に，天文シミュレーションシステムの共同利用率を 100%に維持する。

・  【28‒1】すばる望遠鏡，アルマ望遠鏡の運用及び TMT実現を目指しつつ，研究者コミュニティへの窓口として，科学戦略委員
会及びユーザーズ・ミーティング等を開催し，現状分析や天文学の動向を見ながら，大学と共に国内観測拠点の運用に資する。
特に，旧岡山天体物理観測所に隣接して設置された京都大学の 3.8ｍ望遠鏡（せいめい望遠鏡）については，京都大学の協力の
下，国立天文台が主体となって，平成３０年度末より開始した全国共同利用を推進する。また，すばる望遠鏡の共同利用率を
90％に，天文シミュレーションシステムの共同利用率を 100％に維持する。

・  【28‒2】名古屋大学，京都大学等と協力して，「ひので」等によって取得された太陽観測データとその解析環境を全国の研究者
に引き続き提供し，アルマ望遠鏡や海外の大口径地上望遠鏡等との共同観測を含めた太陽研究を支援する。将来の飛翔体及び
大型地上望遠鏡を用いた太陽観測にとって有効となる観測装置の開発を，全国の大学等と協力して，既存の地上望遠鏡を用い
て進める。

（核融合科学研究所）
【29】LHDによる重水素プラズマ実験，プラズマシミュレータによる大規模シミュレーション及び大型試験設備を活用した炉工
学研究を高度な共同利用・共同研究として国内外に展開する。国内においては，その質を上げること，国外については，そ
の機会を増やすことを目標とする。自然科学大学間連携推進機構（仮称）の一環としての双方向型共同研究を始めとする大
学間ネットワークを整備・活用した共同研究を先導することにより，大学からの研究成果創出に資する。２国間・多国間協
定に基づく連携事業については限られた予算の中で研究計画を重点化し，より高い成果を目指す。国際熱核融合実験炉（ITER）
等の国際事業に対しても，卓越した研究拠点として連携協定の下，大学とともに核融合科学研究所が知見を持つ分野で更な
る連携協力を図る。また，共同利用機能を持続的かつ高いレベルで提供するため，大型ヘリカル装置及びプラズマシミュレー
タの共同利用率を 100%に維持する。
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・  【29‒1】大型ヘリカル装置計画プロジェクトにおける国内共同研究について，引き続き一般・LHD計画・双方向型の三つの制
度を活用し，コミュニティの意見を幅広く取り入れる仕組みを維持する。国際共同研究については，新規研究者が LHD研究に
参加しやすくするため，一般共同研究の枠の中に新設したカテゴリである「LHD国際共同研究」を活用する。これらのシステ
ムを精力的に運用し，LHDの核融合分野における国際的学術拠点としての機能を強化するとともに，LHDの共同利用率を引き
続き 100％に維持する。

・  【29‒2】数値実験炉研究プロジェクトでは，①ユーザ向けホームページなどプラズマシミュレータの利用環境の継続的な整備，
②シンポジウム・講習会・報告会等の開催によるシミュレーション科学の普及，③プログラム最適化支援等を通じたシミュレー
ションコードの高度化を通じて，理論・シミュレーションによる共同研究を積極的に推進する。共同利用機能を持続的かつ高
いレベルで提供するため，プラズマシミュレータの共同利用率を 100％に維持する。また，プラズマシミュレータの更新に向け
た調査研究を行う。

・  【29‒3】核融合工学研究プロジェクトでは，ヘリカル炉設計の更なる精密化を行い，特に，炉の小型化・高性能化，多角的活
用を目指した検討を図る。工学基盤の一層の拡充のため，大型試験設備の活用を促進し，特に，高温超伝導マグネット開発，
液体ブランケット開発，超高熱流材料開発，低放射化材料開発に関する国内の大学や民間等との共同研究，国際共同研究の展
開を進める。また，文部科学省の核融合科学技術委員会に設置された原型炉開発総合戦略タスクフォースが策定した「原型炉
開発に向けたアクションプラン」による原型炉研究開発を進める大学との共同研究を開始し，大学の研究力強化に貢献する。
さらに，日米科学技術協力事業において新たに開始する「原型炉ダイバータにおける界面反応ダイナミクスと中性子照射効果
（FRONTIER計画）」の研究を支援する。
・  【29‒4】引き続き，２国間・多国間協定等に基づく連携事業を推進する。特に，ドイツのマックスプランクプラズマ物理研究
所との連携については，世界最大級のヘリカル装置である LHDと，同研究所のW7-Xにおける比較研究を実施する。また，核
融合科学研究所と中国・西南交通大学との共同プロジェクトとして中国に建設する新たなヘリカル装置について，西南交通大
学と同装置の設計・研究に係る共同研究を進める。さらに，アメリカのウィスコンシン大学及びプリンストン大学と研究機器
の共同開発を進め，プリンストン大学とは，LHDにおける共同実験を進める。ITER等の国際事業については，国際トカマク物
理活動や，幅広いアプローチ事業等との連携を引き続き推進する。

（基礎生物学研究所）
【30】生物機能解析センターの機能を更に高度化し，遺伝子発現や代謝産物の定量的解析，分子や細胞，組織，個体レベルでの
時空間動態観察など，統合的な解析を可能にするために，次世代シーケンサーや先端顕微鏡などの設備の高度化，技術支援
員などの充実を図る。また，共同利用・共同研究の一部を国際的にも開かれたものとし，第３期中期目標期間中に 20件程度
の国際共同利用・共同研究を実施する。自然科学大学間連携推進機構（仮称）の一環として，大学サテライト７拠点との連
携により，生物遺伝資源のバックアップ保管数を毎年度対前年度比で約 10%程度増加させる。また新規生物遺伝資源保存技
術開発共同利用研究を年間 10件程度採択するとともに，凍結保存カンファレンスを定期開催（第３期中期目標期間中に６回）
し，生物学・材料科学・有機合成化学の異分野間連携を推進する。さらに得られた成果を中心に保存技術講習会を大学サテ
ライト拠点と共同で開催する。大学間連携による昆虫，海生生物など新規モデル生物開発拠点を形成し，特徴ある生物機能
をもつ生物をモデル化することにより，新たな生物機能の解明を目指す研究を推進する。さらに，共同利用機能を持続的か
つ高いレベルで提供するため，大型スペクトログラフの共同利用率を 90%に維持する。また，先端バイオイメージング支援
プラットフォーム（光学顕微鏡技術支援，画像解析技術支援等）の形成などを通じて，生命科学を包括した支援体制を構築し，
我が国の当該分野の高度化及び国際ネットワーク形成を推進する。

・  【30‒1】生物機能解析センター，モデル生物研究センター，新規モデル生物開発センターを中心に，最新の研究ニーズに対応
できる設備を整備する。特に生物の環境適応戦略の解明に向けた大学間連携による共同利用・共同研究の基盤を強化する。
IBBP（大学連携バイオバックアッププロジェクト）センターでは，バックアップ保存の側面からの研究支援を強化するため，
生物遺伝資源の新規保存技術の開発を推進する。国際コンファレンス等を通じて，国際共同利用・共同研究の核となる活動を
進め，関連研究者のネットワークを更に強化し，拡大する。

・  【30‒2】IBBPの活動においては，自然科学大学間連携推進機構（NICA）の一環として，大学サテライト７拠点との連携により，
生物遺伝資源のバックアップ保管数を前年度比で 10％程度増加させる。新規生物遺伝資源保存技術開発共同利用研究を 10件程
度採択し，実施する。また，凍結保存コンファレンスを開催し，成果の普及に努めるとともに，サケ科魚類などの保存技術講
習会を４回開催する。NICAを通じて従来の学会等による広報とは異なったチャンネルによる大学執行部向けのプロジェクト広
報を行う。

・  【30‒3】多様な顕微鏡，画像解析技術を用い，基本的な画像取得・解析と高度でより先端的な画像取得・解析からなる多層の
支援体制を整備し，共同利用・共同研究を推進する。共同利用機能を持続的かつ高いレベルで提供するため，大型スペクトロ
グラフの共同利用率を 90％に維持する。

（生理学研究所）
【31】分子から細胞，組織，システム，個体にわたる機能生命科学（生理学）及び脳科学分野の共同利用・共同研究拠点として
の機能を強化する。年間，共同研究件数 100件，生理研研究会 20件を維持する。自然科学大学間連携推進機構（仮称）の一
環としての 7テスラ超高磁場MRI装置等を用いた脳・人体機能イメージングネットワークを構築し，全国の大学等研究機関
との共同研究体制を確立する。先端光学・電子顕微鏡を用いた共同研究は，新規の共同研究者を開拓する。研究者へのニホ
ンザルの提供については，安全でユーザーのニーズに沿った付加価値の高い個体の提供を目指し，他機関と協力し，品質信
頼性の更なる向上に取り組むとともに，長期的供給体制の整備を継続する。遺伝子改変に用いるウィルスベクターの作成と
提供についても更に推進する。また，共同利用研究の国際公募を実施し，国際共同研究を推進する。さらに，共同利用機能
を持続的かつ高いレベルで提供するため，7テスラ超高磁場MRI装置の共同利用率を 60%に維持する。また，先端バイオイメー
ジング支援プラットフォーム（電子顕微鏡技術支援，機能的磁気共鳴画像技術支援等）の形成などを通じて，生命科学を包
括した支援体制を構築し，我が国の当該分野の高度化を推進する。

・  【31‒1】年間，共同研究件数 100件，生理研研究会 20件を維持する。
・  【31‒2】7テスラ超高磁場MRI装置による計画共同研究において，引き続き共同利用率 60％を目指す。また，ヒトと非ヒト霊
長類の種間比較を念頭に，MRI画像の収集とデータ共有の推進により，国内外研究施設との連携を強化する。さらに，最先端
のMRIを開発している NeuroSpinから招いた客員教授を中心に，拡散強調画像を用いたヒト脳の機能構造解析に関する国際共
同研究を引き続き進める。

・  【31‒3】岡崎共通研究施設動物実験センターの改修を進め，実験モデル動物の表現型解析等を高めるための先端技術開発と共
同利用・共同研究に向けた研究環境基盤の構築として，組織改編を行う。

・  【31‒4】ナショナルバイオリソースプロジェクト（NBRP）「ニホンザル」事業において，京都大学霊長類研究所への代表機関
機能の移行を踏まえ，更なる効率的な運営及びより微生物学的に安全な動物の提供に向け，育成・提供業務の集約化を進める。
また，繁殖からリタイアしたニホンザルの各個体の身体情報を収集・分析し，飼養や取り扱いに関する方策について検討する。

・  【31‒5】霊長類，齧歯類，魚類，などの特定神経路において，より特異的でかつ高効率な遺伝子導入を可能にするアデノ随伴
ウイルスベクター，レンチウイルスベクター等を共同研究者に迅速に提供出来る体制を引き続き維持する。さらに，新しいタ
イプのウイルスベクターシステムの開発を進める。
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・  【31‒6】三次元走査型電子顕微鏡（3D-SEM）等による画像データの解析速度の向上に向け，大量の連続する電子顕微鏡画像デー
タセットの自動３次元再構築処理システムを導入する。

・  【31‒7】先端バイオイメージング支援プラットフォーム（電子顕微鏡技術支援，構造及び機能的磁気共鳴画像技術支援等）事
業などを通じて構築した，生命科学を包括した支援体制を更に充実するとともに，人材育成や成果発表を目的とするシンポジ
ウムを開催する。また，10を超える脳科学研究分野の新学術領域を束ね，連携の基盤となる取組「次世代脳プロジェクト」を
推進し，若手育成を重視した学術集会を運営する。さらに，AMED事業「戦略的国際脳科学研究推進プログラム」の中核的組
織として，脳科学研究の国際対応に関する国内の調整業務を担いつつ，同事業での研究開発推進支援を進める。

（分子科学研究所）
【32】先端的な放射光光源やレーザーを用いた光科学実験装置，分子計算に最適化された大型計算機，種々の先端的分子計測装
置を整備・強化し，それらを用いた分子システムの構造・機能・物性等の研究に対する高度な共同利用・共同研究を国際的
に推進する。総合的及び融合的な新分野として，協奏分子システム研究センターにおいて新たな機能を持つ分子システムを
創成するとともに，その機能解析のための新たな分子科学計測手法を開拓する共同研究拠点を形成する。また，共同利用機
能を持続的かつ高いレベルで提供するため，極端紫外光研究施設（UVSOR）の共同利用率を 85%に，分子シミュレータの共
同利用率を 100%に維持する。

・  【32‒1】極端紫外光研究施設において，共同利用率を 85%以上に引き続き維持するため，光源装置のメンテナンスや老朽化対
策を計画的に行うとともに調整運転の効率化を行う。軟Ｘ線ナノ顕微鏡や高分解光電子分光装置群の国際的な共同利用・共同
研究を強化する。最先端設備である運動量分解光電子顕微鏡の開発研究を国際連携によって推進し，実験データの取得を開始
する。

・  【32‒2】協奏分子システム研究センターにおいては，複雑で多機能な分子システムの解析や創成に取り組む。また，装置開発
室の共同利用，機器センターが担当する「大学連携研究設備ネットワーク」及び「ナノテクノロジー・プラットフォーム」プ
ロジェクトとの連携を通じて，先端的計測設備の相互利用による効率的な運用と，構造機能物性評価に関する共同利用・共同
研究を推進する。

 機器センターにおいては本務共同利用業務に加え，前出プロジェクトを通じ，全国の大学設備の効率的な運用，全国の大学に
所属する技術職員等の人材育成，共同利用・共同研究を推進する。

・  【32‒3】計算科学研究センターにおいて，スーパーコンピュータの計算資源を 100%共同利用に提供し，触媒反応の反応機構，
タンパク質の構造形成・機能に関する理論・計算分子科学研究を推進する。また，ポスト「京」，計算物質科学人材育成コンソー
シアム，など関連する計算物質科学のプロジェクトへの各種支援を行う。スーパーコンピュータの運用においては，可用性の
向上及び省電力の検討を引き続き行い，安定した計算環境の構築と運用コストの削減を図る。

（分野連携型センター）
【33】機構における新たな学問分野の創出を目指し，新分野の探査・萌芽促進・育成を担う新分野創成センター並びに国際的共
同研究拠点を目指すアストロバイオロジーセンター及び次世代生命科学センター（仮称）等を設置し，共同利用・共同研究，
各種研究プロジェクトの実施等に取り組む。また，岡崎３機関が共同運営する岡崎統合バイオサイエンスセンターについては，
バイオネクストプロジェクト及びオリオンプロジェクトを推進してその機能を強化した上で，岡崎３機関の関連部門も含め
た必要な組織改革を行い，平成３０年度に創設する次世代生命科学センター（仮称）の中核組織として再編・統合する。

・  【33‒1】（新分野創成センター（CNSI））新分野創成センターにおいては，新たな学問分野を形成し得るものとして平成３０年度
に新設した「先端光科学研究分野」及び「プラズマバイオ研究分野」について，異分野融合研究を推進するとともに，新分野
探査室において萌芽的分野の探査・検討を継続する。

・  【33‒2】（アストロバイオロジーセンター（ABC））宇宙における生命探査を目的とするアストロバイオロジーセンターとして
の機能強化を推進し，公募等による共同研究及びプロジェクト研究を実施する。

・  【33‒3】（生命創成探究センター（ExCELLS））機構外の大学・研究機関に所属する研究者を代表とする ExCELLS連携研究，並
びに機構外の研究者がセンター内の教員と行う共同研究である ExCELLS課題研究を拡充し，国内外の研究者との共同研究を進
める。さらに，機構内の研究者がセンター内の教員及び機構外の研究者と行う ExCELLS特別共同研究を新規に実施する。

・  【33‒4】（国際連携研究センター（IRCC））平成３０年度に設置された国際連携研究センターにおいて機関・分野を超え海外機関
と組織的に連携して行う分野融合研究を推進する。具体的には，既設の「アストロフュージョンプラズマ物理研究部門」のほか，
「定量・イメージング生物学研究部門」を新たに設置し，両部門における異分野融合研究，国際交流を推進する。

（２）共同利用・共同研究の実施体制等に関する目標を達成するための措置
【34】自然科学共同利用・共同研究統括システム：NOUS（仮称）を構築し，大学の機能の強化への貢献度を把握するため，各機
関の IR機能の連携による機構全体の IR機能体制の整備を行う。（戦略性が高く意欲的な計画）

・  【34‒1】各機関の IR担当者で構成される研究力強化推進本部共同利用・共同研究室 IR班において，機構全体の IRを推進する
とともに，機構及び機関の特性を踏まえた大学の機能強化への貢献度指標を継続して更なる検討を行う。また，NOUSに研究
成果に基づく IR機能を追加し，IRのためのエビデンス収集に向けた開発を進める。

・  【34‒2】各機関の研究力強化戦略室等において，共同利用・共同研究等を通じた当該分野の特徴を踏まえた大学の機能強化へ
の貢献度を把握するため，共同利用・共同研究の成果等の収集・分析を引き続き行う。

・  【34‒3】NOUSの整備・改修を進めて機能・利便性を向上させ，各機関が実施する公募事業への更なる適用の拡大，活用の充実
を図る。
【35】自然科学大学間連携推進機構：NICA（仮称）を通じ，大学との緊密な連携の下に，天文学，核融合科学，分子科学，基礎
生物学，生理学の各分野における大学の研究力強化に貢献するため，平成３０年度までに，資源配分や支援内容の総合的な意
見集約のシステムを構築する。

・  【35‒1】自然科学大学間連携推進機構（NICA）において，大学の研究力強化への貢献に向けて平成３０年度に提案した具体的
な取組について，大学と連携して現状把握・検討等を進め，着実に実施する。

・  【35‒2】各機関における双方向型，大学連携型，ネットワーク型等の共同利用・共同研究については，引き続き積極的に推進
するとともに，NICAを通じて，更なる大学間連携の強化・充実を図る。
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３　教育に関する目標を達成するための措置
（１）大学院への教育協力に関する目標を達成するための措置
【36】総合研究大学院大学（以下「総研大」という。）との連係協力に関する協定に基づき，また，機構長の経営協議会への参加，
教育担当理事のアドバイザリーボードへの参加等を通じて緊密に連係し，大学共同利用機関としての最先端の研究設備，各
分野の基礎研究を支える基盤的設備等の研究環境を活かし，世界の一線で活躍できる若手研究者を育成すると同時に，学術
の広範な知識を備え将来様々な分野で活躍するための総合的な能力及び高い研究倫理を大学院生に涵養する。そのため，下
記の基盤機関において，それぞれ特色ある大学院教育を実施する。

 ◆国立天文台（天文科学専攻）
 ◆核融合科学研究所（核融合科学専攻）
 ◆基礎生物学研究所（基礎生物学専攻）
 ◆生理学研究所（生理科学専攻）
 ◆分子科学研究所（構造分子科学専攻・機能分子科学専攻）
・  【36‒1】総合研究大学院大学（以下「総研大」という。）の経営協議会への機構長の参加等を通じ，引き続き，機構本部と総研
大葉山本部の緊密な連絡体制を維持する。

・  【36‒2】総研大の基盤機関として最先端の研究環境を活かした特色ある大学院教育を行うとともに，研究科や専攻の枠を越え
た分野横断型の教育プログラムを実施し，学術の広範な知識を備え，世界の一線で活躍できる若手研究者を育成する。
【37】全国の国公私立大学の大学院教育に寄与するため，特別共同利用研究員，連携大学院などの制度を通じて大学院教育を実
施する。

・  【37‒1】全国の国公私立大学より特別共同利用研究員を受け入れるとともに，連携大学院などの制度を通じて国内外の学生を
指導し，大学院教育に協力する。

（２）人材養成に関する目標を達成するための措置
【38】総研大との密接な連係・協力によって，国内外より優秀な大学院生の受け入れを促進するとともに，国費の支援を受けた
学生以外の学生に対するリサーチアシスタント制度の適用率を 90%以上に維持する。海外の大学・研究機関と協定し，国際
インターンシップなどにより，第３期中期目標期間において第２期を上回る学生，若手研究者を受け入れる。また，総研大
の学生及びこれに準じた体系的な教育プログラムを履修する学生は，学位取得までの間に１回以上，海外での国際会議への
参加又は研修を受けることとする。さらに，外国人留学生や若手研究者の就学，研究のサポート体制を充実するため，英語
による就学・研究活動に関する各種情報提供及び外部資金獲得に関する支援を行う。

・  【38‒1】総研大と連携した体験学習や大学院説明会の実施，適用率 90％以上のリサーチアシスタント制度や奨学金制度による
経済的支援，研究費公募の実施など，学習・研究環境を充実させることで，国内外より優秀な大学院生の受け入れを促進する。

・  【38‒2】海外の大学・研究機関との協定等を活用し，国際インターンシップ等を通じた若手研究者の受け入れを促進する。
・  【38‒3】総研大の学生及びこれに準じた体系的な教育プログラムを履修する学生が，学位取得までの間に１回以上，海外で開
催される国際会議や研修へ参加できるようにするため，学生の渡航費・滞在費の確保に努めるなど支援体制を維持する。

・  【38‒4】外国人留学生等に対して，リサーチアシスタント制度や外国人サポートデスク等の活用により研究生活支援を行うと
ともに，若手研究者に対しては，外部資金獲得のトレーニング等を行うことにより，就学・研究のサポート体制を充実する。
【39】海外の学生，若手研究者に教育・研究の場を提供するため，サマー・ウィンタースクールなどの研修会・教育プログラム
等を毎年度５回以上実施する。また，中高生などの次世代の科学への関心を高めるため，毎年度５名程度，選考によって選
んだ若手研究者による公開講演会を行う。

・  【39‒1】海外の学生，若手研究者に教育・研究の場を提供するため，国際インターンシップ等を実施するとともに，総研大事
業「夏の体験入学」，「アジア・冬の学校」をはじめとした研修会，教育プログラム等を５回以上実施する。

・  【39‒2】研究者人材の獲得を見据え，中高生などの次世代の科学への関心を高めるため，選考によって選んだ各機関１名ずつ
の若手研究者による公開講演会を行う。
【40】世界トップレベルの研究機関への若手研究者の派遣や，30歳前後の若手研究者に独立した研究室を与える「若手独立フェロー

制度」や研究費助成を通じた若手研究者支援により，人材育成の取組を一層強化する。
・  【40‒1】機構内の国際協力プログラムや競争的研究資金による国際連携事業を活用し，若手研究者を世界トップレベルの研究
機関へ派遣する。

・  【40‒2】若手独立フェロー制度をはじめとした若手研究者の研究支援制度の充実により，各機関の特質に応じた人材育成の取
組を強化する。

４　社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置
【41】機構及び各機関がそれぞれの地域などと協力して，出前授業，各種の理科・科学教室への講師派遣を行うなど，理科教育
を通して，国民へ科学の普及活動を強化するとともに，地域が求める教育研究活動に貢献する。

・  【41‒1】各機関においてそれぞれが持つ専門知識を活かし，小中学校を対象とした出前授業や文部科学省等が主導する理科教
育事業への協力等を通じて，科学の普及を進めるとともに，市民講座や地元自治体と連携した実験教室の開催など，地域が求
める教育研究活動に貢献する。
【42】社会人学び直しなどの生涯教育を通じた社会貢献を目的として，専門的技術獲得のためのトレーニングコースや，小中学
校の理科教員を対象とした最新の研究状況を講演するセミナーを実施する。

・  【42‒1】各機関においてそれぞれが持つ専門知識を活かし，小中学校や高等学校の理科教員を対象としたセミナーや見学の受入，
社会人入学の受入及び専門的技術獲得のためのトレーニングコースの実施などにより，生涯教育を通じた社会貢献を果たす。
【43】民間等との共同研究や受託研究等を受け入れるともに，最先端の研究成果や活用可能なコンテンツについて，産業界等と
の連携を図り技術移転に努めるとともに，第３期中期目標期間終了時において，基礎的な自然科学が産業界のイノベーショ
ンに如何に貢献したかに関する実績を取りまとめ，社会へ発信する。

・  【43‒1】民間等との窓口機能を充実させ，共同研究，受託研究等の積極的な受け入れを図るとともに，機関の持つ最先端の研
究成果，活用可能なコンテンツを様々な場を通じて広報するなど，産業界等との連携・技術移転を推進する。

５　その他の目標を達成するための措置
（１）グローバル化に関する目標を達成するための措置
【44】機構長のリーダーシップの下，機構が締結した国際交流協定等に基づき，グローバル化の進展に対応した国際的拠点形成
のための研究者交流事業や国際共同事業を推進する。

・  【44‒1】機構長のリーダーシップの下，引き続き国際的な研究者交流事業・共同研究事業を戦略的に推進するとともに，平成
３０年度に新たに設置した機構直轄の国際連携研究センターにおいて，プリンストン大学（米国），マックスプランク協会の関
係研究所（ドイツ）との組織的な連携の下，国際研究交流を積極的に推進し，併せてその体制の整備・充実を図る。
【45】各機関においては，各機関が締結した国際交流協定などに基づき，海外の主要研究拠点との研究者交流，共同研究，国際
シンポジウム及び国際研究集会等をそれぞれ毎年度１回以上開催し，連携を強化する。
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・  【45‒1】各機関が締結した国際交流協定等に基づき，海外の主要研究拠点との間で研究者交流，共同研究を推進するとともに，
国際シンポジウム及び国際研究集会等の開催を通じて国際的な連携を強化する。具体的には，東アジア中核天文台連合（EACOA）
及び東アジア天文台（EAO）での国際公募によるフェローの受入れや，独・マックスプランクプラズマ物理研究所，中国・西
南交通大学等との核融合研究交流，その他の国際研究交流事業を行う。
【46】国内外の優秀な研究者を集め，国際的な研究機関として広い視点を取り込むため，外国人研究者の採用を促進し，外国人
研究者の割合を第３期中期目標期間終了時までに 8%に引き上げる。

・  【46‒1】海外の連携機関との間で混合給与制度の活用や国際公募を積極的に実施するなどにより，外国人研究者の採用を促進
する。
【47】国際間の研究交流を促進するため，及び第一線の国際的研究者の能力を活用するため，外国人研究者の招へいを６年間で
約 20%増加させる。

・  【47‒1】外国人客員制度の見直しや戦略的国際研究交流加速事業等により，外国人研究者の招へいを促進する。
【48】機構の研究活動の国際的評価や国際共同事業等の推進のため，ネット会議等の利用を含めた国際的な会議・打合せの回数
を６年間で約 20%増加させる。

・  【48‒1】機構の研究活動の国際的評価や国際共同事業等の推進のため，ネット会議等の利用を含めた国際的な会議・打合せを
積極的に行う。
【49】本機構のグローバリゼーションを推進するための基盤を整備するため，来訪外国人の要望にきめ細かく対応した外国人研
究者の宿泊施設の確保やサポートスタッフの拡充などを行う。

・  【49‒1】グローバリゼーションを推進するための基盤を整備するため，外国人向けサポートデスクの設置や生活面に関する説
明会の実施など，外国人研究者の滞在中の要望（宿泊，各種手続き，通訳等）に応えられるサービス体制を引き続き改善・整
備する。

（２）大学共同利用機関法人間の連携に関する目標を達成するための措置
【50】４大学共同利用機関法人間の連携を強化するため，大学共同利用機関法人機構長会議の下で，計画・評価，異分野融合・
新分野創成，事務連携などに関する検討を進める。特に，４機構連携による研究セミナー等の開催を通じて異分野融合を促
進し，異分野融合・新分野創成委員会において，その成果を検証して次世代の新分野について構想する。また，大学共同利
用機関法人による共同利用・共同研究の意義や得られた成果を４機構が連携して広く国民や社会に発信する。

・  【50‒1】大学共同利用機関法人機構長会議の下に設置した委員会等において各種連携事業の検討を進める。機構法人の運営の
効率化を図りつつその基盤を強化するため，事務連携委員会は，広報，情報セキュリティ及び職員研修等について連携を推進し，
I-URIC連携企画として実施する。また，４機構及び総合研究大学院大学による「連合体」の設立をめざし，設立準備委員会が
中心となって検討を行う。

・  【50‒2】新たな学術の芽を育てるため，異分野融合・新分野創成委員会は，４機構による異分野融合・新分野創出支援事業を
継続して推進するとともに，４機構連携による研究セミナー等を実施し，その成果を検証する。

・  【50‒3】共同利用・共同研究の意義を広く国民や社会に発信するため，事務連携委員会は，４機構合同の広報活動を引き続き
進める。また，大学等に大学共同利用機関の活動を一層理解してもらえるよう，評価検討委員会は，共同利用・共同研究の成
果や大学の機能強化等への貢献の可視化による４機構共通の評価指標の確立に向けた検討を引き続き進める。

Ⅱ　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置
１　組織運営の改善に関する目標を達成するための措置
【51】社会のニーズを的確に反映し，幅広い視点での自立的な運営改善に資するため，経営協議会及び教育研究評議会からの指
摘事項等への対応を１年以内に行うとともに，フォローアップを毎年度実施する。

・  【51‒1】役員会や経営協議会，教育研究評議会等を開催して，研究の促進や運営改善に向けた不断の点検を行う。特に，外部
委員の意見・指摘事項等についての対応を１年以内に行うとともにフォローアップを実施し，必要な改善を行う。
【52】専門分野ごと又は境界領域・学際領域ごとに，外部評価における提言や外部の学識経験者からの指導・助言に基づき，指
摘から１年以内に，研究活動計画，共同利用・共同研究等における重要事項の改善を行う。

・  【52‒1】各機関の運営会議等において，研究計画や共同利用・共同研究の重要事項について外部評価を実施するとともに，そ
こでの助言や意見を参考に，各研究分野の特性を踏まえた業務の改善を１年以内に実施し，効率的な運営を進める。
【53】機構長のリーダーシップの下で機構の強みや特色を生かし，教育，研究，社会貢献の機能を最大化できるよう，権限と責
任が一致した意思決定システムの確立や，法人運営組織の役割分担を明確化するとともに，新たに対応が求められる事案に
ついては，担当理事を明確化する。また機構長を補佐する体制の強化を図る。

・  【53‒1】産学官連携を担当する理事を置き，機構として一体的な産業界との連携を図る体制を整備し，産学官連携の推進を図る。
【54】監事機能の強化を図るとともに，サポート体制を強化するため，監事が機構長選考方法や法人内部の意思決定システムを
はじめとした法人のガバナンス体制等についても監査するとともに，内部監査組織と連携する。

・  【54‒1】監事機能の強化を実効的なものとするため，監事と機構長の定期的な意見交換の機会を設けるとともに，法人のガバ
ナンス体制等に係る監査の一環として，監事が役員会等の重要な会議に陪席する。また，監事と内部監査組織が連携して機構
全体の監査を行うとともに，情報共有を図るための会合を定期的に開催する。
【55】優秀な若手・外国人の増員や研究者の流動性向上などにより教育研究の活性化を図るため，クロスアポイントメントを含
む混合給与及び研究教育職員における年俸制の活用による人事・給与システムの弾力化に取り組む。特に，年俸制については，
業績評価体制を明確化し，退職手当に係る運営費交付金の積算対象となる研究教育職員について年俸制導入等に関する計画
に基づき促進し，年俸制職員の割合を第３期中期目標期間終了時までに全研究教育職員の 25%以上に引き上げる。また，若
手研究者の割合は，第３期中期目標期間中において全研究教育職員の 35%程度を維持する。

・  【55‒1】教育研究の活性化を図るため，混合給与の導入を進めるとともに，年俸制の活用を促進する。
【56】職員の研究に対するインセンティブを高めるため，職員の適切な人事評価を毎年度行い，問題点の把握や評価結果に応じ
た処遇を行う。また，URA（University Research Administrator）などの高度な専門性を有する者等，多様な人材の確保と，そ
のキャリアパスの確立を図るため，URAと研究教育職員等との相互異動など多様な雇用形態のロールモデルを構築する。

・  【56‒1】職員の適切な人事評価を行い，問題点の把握や評価結果に応じた処遇を行う。また，URAなどの高度専門人材について，
多様な人材の確保とそのキャリアパスの更なる充実に向けた検討を行う。
【57】技術職員，事務職員の資質と専門的能力の向上を図るため，職能開発，研修内容を充実するとともに，自己啓発の促進並
びに研究発表会，研修等への積極的な参加を促す。事務職員については，機構全体を対象として，各役職・業務に応じた研
修を毎年度５回以上実施する。

・  【57‒1】技術職員については，技術研究会その他の研修等により，技術交流を更に発展させるなど，業務に関する必要な知識
及び技能の向上を図るとともに，自己啓発を促進する。事務職員については，機構全体を対象として，各役職・業務に応じた
研修を年５回以上実施するとともに，全職員が受講すべき研修の実施に当たっては，実施時期及び実施会場等を考慮して確実
に受講可能な環境を整備するよう努める。
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【58】女性研究者を積極的に採用し，女性研究者の割合を第３期中期目標期間終了時までに 13%に引き上げる。また，新たな男
女共同参画推進アクションプログラムを設定・実行することにより，男女共同参画の環境を整備・強化する。さらに，出産，
育児，介護支援など様々なライフステージにおいて柔軟な就労制度を構築する。

・  【58‒1】平成２８年度より始めた第２次男女共同参画推進アクションプランの実行を通じて，男女共同参画の環境を整備・強化
する。女性研究者の割合を増加させるべく女性研究者を積極的に採用する施策等を講じる。また，様々なライフステージにお
ける柔軟な就労制度の構築を進める。

２　教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置
【59】各分野の研究動向の詳細な把握の上で，機構長のリーダーシップの下，機構長を議長とした研究基盤戦略会議において，
機能強化及び資源の再配分の方針の策定を行うとともに，新たな組織の運営の評価を行い，機能強化を強力に推進する。

・  【59‒1】各分野の最新の研究動向を踏まえ，研究基盤戦略会議において，機能強化及び資源の再配分の方針を策定するとともに，
機構直轄研究施設（新分野創成センター，アストロバイオロジーセンター，生命創成探究センター，国際連携研究センター）の
運営の評価を行う。

【60】研究基盤戦略会議における機能強化の方針，資源の再配分を始めとした組織改革の方針に基づき，各機関等において，教
育研究組織の再編・改革等を行う。

・  【60‒1】研究基盤戦略会議における機能強化や組織改革の方針，運営の評価に基づき，各機関等においても運営会議等で議論し，
研究動向を踏まえた組織の改編を行う。

３　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
【61】事務局と各機関及び他機構の事務部門との連携を強化し，事務の共同実施等による事務処理の効率化を進める。また，テ
レビ会議システムによる会議開催を促進し，機構内会議に占めるテレビ会議の比率を，前年度比１以上とする。さらに，経
費の節減と事務等の合理化を図るため，第３期中期目標期間終了時までに，すべての機構内会議においてペーパーレス化を
導入する。

・  【61‒1】経費の節減と事務等の合理化を図るため，事務等の共同実施を進めるとともに，職員向けWebサイトの充実による情
報共有を推進するほか，テレビ会議システムによる会議開催を促進する。また，機構内の各種会議において，更なるペーパー
レス化を推進する。

Ⅲ　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置
１　外部研究資金，寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置
【62】外部研究資金の募集等の情報を広く収集し，周知を徹底することにより，応募，申請を促し，受託研究等収入，共同研究
等収入，寄附金収入，科学研究費助成事業収入など多様な収入源を確保する。

・  【62‒1】外部研究資金その他の自己収入の増加を図るため，応募に関する説明会の開催やWebページを有効に活用した募集等
の情報の周知を行う。

２　経費の抑制に関する目標を達成するための措置
【63】人件費以外の経費について，増減要因の分析を踏まえ，毎年度，経費の節約方策を定める。また，不使用時の消灯やペーパー
レスなど経費の節減に関する教職員の意識改革を行う。さらに，各機関や他大学等の節約方法に関する情報の共有化を通じ，
経費の削減につなげる。

・  【63‒1】水道光熱費，消耗品費，通信運搬費などの人件費以外の経費について，経年及び月単位の変化の増減分析を行い，こ
れを踏まえた節約方策を定めるほか，各機関等の節減事例を共有し，契約方法を見直すなど経費節減につなげる。

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
【64】固定資産について，各機関の使用責任者による実地検査を行い，６年間ですべての資産の実地検査を行う。また，資産管
理部署においても使用状況を定期的に検証し，利用率の低い資産や所期の目的を達した資産については，機構全体的な観点
から活用方策を検討するなど，資産の不断の見直しを行う。

・  【64‒1】固定資産について，各機関の使用責任者による実地検査のほか，資産管理部署による使用状況の確認を実施し，所期
の目的を達成し活用されていない資産を公開したWebページの情報内容について周知徹底を図るとともに，人事流動性を活か
した柔軟な資産の受入・移譲を通じて，固定資産の有効活用を図る。
【65】機構直轄管理の施設の運用促進に取り組むとともに，これまでの運用状況を踏まえ，将来に向けた運用計画を検討し，平
成３０年度までに，運用継続の可否を含めた結論を得る。

・  【65‒1】野辺山研修所については，機構全体の研修等施設として引き続き運用し，その促進を図る。また，乗鞍観測所につい
ては，共同利用を停止し，廃止に向けた手続きを進める。さらに，伊根実験室については，その用途を廃止の上，建物を解体，
土地（借地）を返還する。

Ⅳ　自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置
１　評価の充実に関する目標を達成するための措置
【66】国際的見地から研究体制及び共同利用・共同研究体制について，様々な機構外の者の意見を反映させ，定期的に自己点検
及び外部評価等を実施し，その結果を広く公開するとともに，当該意見に応じて見直しを行う。

・  【66‒1】国際的見地から研究体制及び共同利用・共同研究体制について，各機関の特性に応じた自己点検及び外部評価等を実
施し，その結果を広く公開するとともに，必要に応じて見直しを行う。
【67】本機構の業務運営を改善するため，各機関の IR機能の連携により機構全体の IR機能を強化するとともに，平成３０年度に
機構全体の自己点検及び外部評価等を実施し，その結果を広く公開する。

・  【67‒1】引き続き，機構として外部の評価分析ツール等を活用した各機関，各研究組織，機関横断的組織等の現況分析を実施
するとともに，新たに構築する研究者総覧や ORCIDを活用した研究業績把握を進める。また，平成３０年度に実施した機構全
体の自己点検及び外部評価の結果を踏まえ，必要な改善を機構運営に反映させる。

２　情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置
【68】機構シンポジウムを毎年度２回実施するとともに，ホームページ，プレスリリース，定期刊行物などの充実や，一般公開
の実施を通して，本機構の研究を含む諸活動の状況を，積極的に社会に発信する。特に，国際化の観点から，英文のホームペー
ジを更に充実させ，そのアクセス数を増やすとともに，海外へのプレスリリース件数を６年間で 20%増加するなど，多様な
伝達手段を活用し，海外への情報発信をより積極的に行う。

・  【68‒1】機構本部広報室と各機関の広報担当が連携し，機構の研究成果や諸活動の状況等を，シンポジウムや一般公開，Webペー
ジ，報道発表など多様な伝達手段により，一般社会等へ積極的に分かりやすく発信する。また，積極的に海外へプレスリリー
スを行うとともに，英文による情報発信の更なる強化を図る。なお，機構シンポジウムは春と秋を目途として２回実施する。
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Ⅴ　その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置
１　施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置
【69】グローバル化の推進やイノベーションの創出など教育研究の質の向上の観点から，国の財政措置の状況を踏まえ，キャン
パスマスタープランの年次計画に沿った研究施設・設備等の充実を図る。

・  【69‒1】教育研究の質の向上に対応するため，各機関のキャンパスマスタープランの年次計画に沿って研究施設・設備等の充
実のための計画的な整備を推進する。
【70】施設マネジメントポリシーの点検・評価に基づき，重点的かつ計画的な整備を進め，施設整備の見直しを毎年度実施し，
施設の効率的かつ効果的な活用を図る。

・  【70‒1】施設マネジメントポリシーに基づく，施設実態調査及び満足度調査を行うとともに，その結果に基づき重点的・計画
的な整備並びに，施設の有効活用を推進する。
【71】施設・設備の安全性・信頼性を確保し，所要の機能を長期間安定して発揮するため，計画的な維持・保全を行う。
・  【71‒1】施設・設備の維持・保全計画に基づいた維持保全を行う。

２　安全管理に関する目標を達成するための措置
【72】施設・設備及び機器の安全管理，教育研究及び職場環境の保全並びに毒物劇物，放射性同位元素，実験動物，遺伝子組み
換え生物等の適正な管理を行うため，既存の安全管理・危機管理体制を検証し，体制の見直しを行う。また，関係行政機関
との防災に係る相互協力体制を確立させ，毎年度，連携した訓練を行う。

・  【72‒1】施設・設備及び機器の安全管理を徹底し，事故・故障の未然防止に努めるとともに，毒物劇物，放射性同位元素，実
験動物，遺伝子組み換え生物等の適正な管理を徹底する。また，防災マニュアル等の見直しを行い，役職員への周知を徹底す
るとともに，関係行政機関と連携した防災訓練を行う。また，各機関の安全管理状況を確かめるための相互視察を引き続き実
施する。
【73】職員の過重労働及びそれに起因する労働災害を防止するため，労働災害の要因調査・分析を行うとともに，メンタルヘル
スケアのためのストレスチェック及び講習会を毎年度実施する。

・  【73‒1】職員の過重労働及びそれに起因する労働災害の防止策について，各機関等が設置する安全衛生委員会等で検討すると
ともに，機構が設置する安全衛生連絡会議において報告し，長期間に渡る過重労働が見られる部署に対する是正指導など，必
要な対策を講じる。また，メンタルヘルスケアのためのカウンセリングや，ストレスチェック及びその結果を活用した管理・
監督者向けの研修等を実施し，職場環境の改善等に取り組む。
【74】情報システムや重要な情報資産への不正アクセスなどに対する十分なセキュリティ対策を行うとともに，セキュリティに
関する啓発を行う。また，本機構のセキュリティポリシーや規則などを毎年度見直し，それらを確実に実行する。

・  【74‒1】複数年を見通した情報セキュリティ対策基本計画を策定し，情報セキュリティ監査及び自己点検結果等に基づくセキュ
リティ対策を行い，セキュリティの向上に努めるとともに，情報セキュリティ研修やインシデント対応訓練等を通じて，情報
セキュリティポリシーの周知徹底及び情報セキュリティに関する啓発を行う。特に，CSIRT（Computer Security Incident 
Response Team）をはじめとした情報システム関係者の人材育成等に努めるとともに重要情報のリスクマネジメントを推進し，
平成３０年度に機構に設置した情報セキュリティ推進室を中心として，情報セキュリティ対策を一層推進する。

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置
【75】職員就業規則などの内部規則の遵守を徹底するため，幹部職員を含む全職員を対象とした服務規律やハラスメント等に関
する研修を毎年度実施する。

・  【75‒1】職員就業規則などの内部規則の遵守を徹底するため，幹部職員を含む全職員を対象とした服務規律やハラスメント等
に関する研修を実施し，周知徹底を図る。
【76】研究活動における不正行為及び研究費の不正使用を防止するため，組織の管理責任体制を明確化し，eラーニングによる研

究倫理教育，各種啓発活動の実施，競争的資金等の不正使用防止に係るコンプライアンス教育等を毎年度実施するとともに，
その効果を定期的に検証し，実効性を高める。

・  【76‒1】研究活動における不正行為及び研究費の不正使用を防止するため，各機関の管理責任者による不正行為防止計画及び
不正使用防止計画の実施状況の検証を行う。また，eラーニングによる研究倫理教育を実施するとともに，各種啓発活動の実施，
競争的資金等の不正使用防止に係るコンプライアンス教育等を実施する。


